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1.　はじめに
高齢者や障害者において、転倒は日常生活動作

の最中に生じやすい 1,2）。特に高齢者の転倒は、長
期介護状態に陥るリスクを増大させ、転倒を繰り
返す者では死亡リスクをも増大させる 3）ため、最
大限の配慮を要する。これらの転倒は、屋内では
トイレ周辺での発生が比較的多いとされる。鈴川
ら 4）は、全国 213施設を対象に通所利用の要介護
高齢者 12,284名における転倒と骨折の発生状況

を調査し、重度の要介護高齢者においては玄関～
屋外に次いでトイレでの転倒が多いことを示し
た。また今岡ら 5）は、ある介護老人保健施設にお
いて車椅子使用者の転倒を調査し、約 1年半の間
の利用者 123人の転倒発生場所について、ベッド
サイドに次いで 26％がトイレであることを示し
た。国外においても、Stevens 6）が地域在住の
65歳以上の高齢者 328人の転倒状況を調査した
結果、特に傷害のある者に関しては、転倒の
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要 旨
トイレは転倒が生じやすい場所の 1つだが、プライバシー性が高く、それを監視するシステ
ムの導入が難しい。一方、熱画像は人体の検出に用いられるが、顔などの細部が判別できな
いためそのような環境への適用可能性が高い。本研究は、この熱画像センサを応用した転倒
検出システムに関して、車椅子使用者を想定した際のトイレ室内センサ設置位置による検出
精度の違いを確認した。室内の向きと高さが異なる 4カ所にセンサを設置し、健常成人 8名
を対象に車椅子を用いた排泄動作と転倒姿勢を記録し、判別分析を行って転倒検出率を比較
した。結果、車椅子を使用する対象者では正面方向で天井に近い高さに設置した場合の判別
率が最も高く、同じ対象者の正面方向でも低い位置では判別率が最も低かった。本結果は、
センサの単純な向きや高さでなく、転倒姿勢の全身が撮像可能であるかなど、トイレの室内
環境や想定される転倒状況などを踏まえた検討の必要性を示唆する。
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17.3％がトイレを含むバスルームで生じることが
報告され、また、Hillら 7）は退院後 6カ月で転倒
を経験した高齢者 138人を調査し、同じくバス
ルームでの転倒が寝室に次ぐ 14.5％であると報
告した。
一方、トイレは排泄動作を行う非常にプライバ

シーが高く、かつ密閉度の高い空間であることか
ら、転倒が生じた際に対象者が自ら助けを求める
こと難しいケースも想定される 8）。このような場
所では、転倒発生を迅速に検出し、外にいる介護
者らに通知することは、高齢者や障害者の安全性
を高めるうえで特に重要である。そのため、転倒
事故の検出のためにこれまで様々なシステムが開
発されてきた 9,10）。トイレ室内の広さは多目的ト
イレであっても比較的限られており、対象者の位
置も限定し得ることを考えれば、ビデオカメラに
代表されるような周囲に設置するタイプのセンサ
が適当と目される。しかし、前述のようにプライ
バシーの問題からビデオカメラに対する対象者の
強い拒否感が容易に予想され、また記録された情
報の取り扱いには特段の配慮を要することが想定
される 11）など課題も多い。
熱画像センサは、身体の表面温度を非接触で検

知し、それを 2次元温度データとして記録するこ
とができる。室内などの通常環境下であれば、そ
の温度分布の様相から、人の起座動作や歩行など
の動作の記録判別も可能である 12）。一方、温度
データから顔貌などの細部の識別は困難であり、
それゆえ、特別な画像処理を介さずに対象者のプ
ライバシー保護を可能とする。このため、トイレ
のような特性を持つ空間での転倒検出に適すると
考えられた。さらに、同種の用途を目指して赤外
線画像を利用する、いわゆるシルエットセンサな
どと比較して、表情などの個人の特徴を示し得る
ような画像情報がそもそも取得されないという点
で優位性を有していると考えられた。
そこで我々の研究グループは、このような熱画

像センサを用いた転倒検出装置を構築し、これま
でに健常者が模擬したトイレ動作を対象にして
99.5％の転倒判別率を確認した 13,14）。そして、実
際の使用現場への実装に向けて、センサ設置位置
による判別率の違いの一部を明らかにした 15）。一

方、主要な使用現場と想定される高齢者施設など
では車椅子を使用する片麻痺者も多く、そのよう
な対象における検出率を確認する必要が生じてい
た。
そこで本研究では、この熱画像センサを用いた
転倒検出システムの車椅子利用者への応用に向け
て、転倒判別率とそのセンサ設置位置、特にセン
サの便座に対する向き（正面または側面）と高さの
影響を確認することを目的とした。なお、本研究
の対象は健常者であり、またカメラ設置位置も限
られているため、得られる結果は全ての対象や環
境を網羅するものではなく、一般化可能性は限定
的である。しかしながら、現場での試用に向けて
候補となる設置位置の選定に役立ち、将来の関連
研究においても有用な資料となることが期待でき
る。

2.　対象および方法
本研究では、まず、センサを設置したトイレ室
内において車椅子を使用した被験者によるトイレ
動作および転倒動作を模擬し、その間の特徴的な
姿勢を抽出して熱画像を記録した。次に、得られ
たデータを用いて、以下に述べる 2段階の解析を
実施した。1段階目は、転倒検出のための判別式
を作成する工程であり、先行研究 15）に従い、半数
の被験者のデータを用いて線形判別分析により判
別式を作成した。次に、得られた判別式を使用し
て、残り半数の被験者データを用いて判別率を求
めた。この判別率を元に、熱画像センサの設置位
置の影響を分析した。使用した熱画像センサおよ
び環境、被験者、解析方法についての詳細を以下
に説明する。

2 ─ 1　熱画像センサおよび計測環境
熱画像センサは、TP-H0260AN（Chino Co., 

Tokyo, Japan）16）を 使用した（図 1　measure-

ment range: －20 －300 ℃、resolution: 0.5 ℃、
accuracy: ± 2％ of the data、view angle: 60度、
最大 frame time: 6 Hz、data points: 2256（47×
48））。同センサは、車椅子の使用が可能な広さの
トイレ室内であれば、壁面に設置しても、対象者
の全身を撮像範囲内に収めて、姿勢判別が可能な
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程度の性能を有する。加えて、価格も従来の製品
に比較して安価である（約 20万円 /台）。

図 2にトイレ室内の実験環境の概要を示した。
センサは、便座の正面および右側の壁面に、床面
から 800 mmと 2280 mmの 2種類の高さで、計
4カ所に取り付けた（図2a、2b）。また、転倒姿勢
を模擬する位置として、便座から離れた任意の位
置の床面に計 5カ所の目印をつけた（図 2c、バツ
印）。うち 3つは、便座の手前側の弧の頂点を起
点として、便座から離れる 3つの方向へ約
400 mmの位置とした。また 1つは、便座左側の
壁面にある洗面台の中心から 400 mmの位置と
した。残る 1つは、便座正面の壁面にある出入口
の中心から 400 mmの位置とした。

2 ─ 2　熱画像データの収集
2─2─1　対象
被験者は、健康な成人 8名（男性 2名、女性

6名、平均年齢 21.5歳、平均身長 1.63 m、平均
体重 56.1 kg）とした。なお、被験者には、事前に
研究内容の十分な説明を口頭および書面にて行っ
て同意を得た。本研究の計画は、埼玉県立大学倫
理審査委員会の承認を得た（承認番号 29032号）。

2─2─2　計測方法
被験者は検者の指示に従い、熱画像センサを設
置したトイレ室内において、片麻痺者を模擬した
トイレ動作（表 1）の模倣を 3回行って、計 14パタ
ンの同転倒姿勢を取った（図 3）。転倒姿勢は、あ
らかじめ床に印をつけた 5カ所にて、便座に対し
て頭部を 0度、45度、90度に向けた各背臥位と
した。このうち、便座の左側 400 mmに設定した
位置では、便座に対して体幹を 90度傾けた姿勢
は取れないために転倒姿勢から除外した。これら
の姿勢は、設置された熱画像センサ（サンプリング
レート 1 Hz）によって記録された。

2─2─3　解析方法
取得された熱画像データは、まず正常動作デー
タと転倒データに分けられ、それぞれ、計 8名の
うちの 4名分のデータを用いて転倒を判別する
計算式が作成された。これは、2256点のデータを
平均化して 552個（縦 23点×横 24点）に縮約し
た後、Miyasakaらの研究 14）で用いた判別分析ソ

62 37 22

10

f20

62

［mm］

図 1　 熱画像センサユニット TP-H0260ANの
外観と寸法

2180 2110 ［mm］
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図 2　実験環境（図中の×印は転倒場所）
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フトウエアを使用して求められたものである（図
4）。同式において xnは平均化された各温度値、
anはその係数、Cは切片を表す。これを使用し
て、残る 4名のデータを用いて、それぞれのセン
サ位置での「判別率」と「誤判別率」を算出した。

3.　結果
3 ─ 1　4 例分の判別式作成用データから作成し

た判別式の適合度
算出されたセンサ位置毎の判別率を表 3に示
した。表中の上段は、4例分の判別式作成用デー
タを用いて作成した判別式による結果である。各
センサ位置における「転倒データ判別率」は、全て
のセンサにおいて 97％を超える高い値を示した。
加えて、正常なトイレ動作を判別する「正常データ
判別率」に関しても、全て 99％を超える高い値を
示した。それらの確率の残存部分である、正常動
作であるにも関わらずその誤って転倒と判別する
「誤報率」は、1％未満であり、転倒状態であるに
も関わらずその判別に失敗する「失報率」も 3％未
満であった。

3─ 2　残る 4 例分のデータへの作成判別式の 
適合度

この判別式を用いて残る 4例分のデータを分
析した結果は、表 3の下段に示された。sensor1、
sensor3では 95％を超える転倒判別率を示した
が、sensor2では 80％未満に低下し、sensor4で

表 1　模擬した正常なトイレ動作
1. トイレ内が空いていることを確認し、ドアを開け歩いて
入室する。

2. 鍵を閉める。
3. 便座の横に立つ。
4. 便座の前に立つ。
5. 回転し正面（便座を背にする方向）を向く。
6. ズボンをおろす。
7. 体幹を前傾させながら便座に着座する。
8. 排泄を行う。
9. 左上肢を 90度外転、右上肢を 90度水平内転、体幹を左
回旋させ、両手でトイレットペーパーを取る。

10. 体幹を前傾させ臀部を持ち上げ立ち上がる。
11. 便座の前に立ちズボンを持ち上げる。
12. 水洗レバーを操作する。
13. 洗面台の前に移動し、手を洗う。
14. 退出する。

図 3　実験の様子（転倒を模擬した場面の一部）

Z＝a0 x0＋a1 x1＋…＋a550 x550＋a551 x551＋C

Z＜0のとき A（正常）と判断

図 4　作成した判別式

表 2　右片麻痺模擬患者の車椅子使用正常トイレ動作
1. スライド式のドアを非麻痺側で開け、車椅子で入室する。
2. 車椅子を操作して左手側がドアになるよう横向きにさせ、
鍵を閉める。

3. 便座に向かって斜め左側に車椅子を止め、ブレーキをか
け、フットレストを上げる。

4. 臀部を前方にずらし、非麻痺側で L字（縦）手すりを持つ。
5. 非麻痺側で手すりを持ちながら、体幹を前傾させ立ち上
がり、回転する。

6. 便座の前に移動したのち、非麻痺側の肩で壁にもたれか
かり、非麻痺側でズボンをおろす動作を行う。

7. 手すりを持ち、体幹を前傾させながら便座に着座する。
8. 左上肢を 90度外転させ体幹を左回旋させトイレット
ペーパーを取る。

9. 水洗レバーを操作する。
10. 体幹を前傾させながら臀部を持ち上げ、手すりを持ち立

ち上がる。
11. 非麻痺側の肩で壁にもたれかかり、非麻痺側でズボンを

上げる動作を行う。
12. 非麻痺側で手すりを持ちながら車椅子の前まで移動する。
13. 体幹を前傾させながら車椅子に着座する。
14. フットレストをさげ、ブレーキを外す。
15. 洗面台の前に移動し、手を洗う。
16. スライド式のドアを非麻痺側で開け、車椅子で退出する。
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は 10％未満であってほぼ判別が行えていなかっ
た。正常動作の判別に関しては、sensor2─4にお
いて 75％を超える判別率を示したが、sensor1で
は約 36％に留まった。

3 ─ 3　設置したセンサから得られた典型的な 
熱画像

図 5は、Sensor2で記録された典型的な正常動
作と転倒姿勢の画像（図 5a-図 5d）、および、sen-

sor1（図 5e）と sensor3（図 5f）で記録された正常な
立位動作例である。図 5aは、便座に座る被験者を
側方から捉えた画像である。図 5bは、便座の前に

d.  e. f.

a.  b. c.

図 5　記録された熱画像の典型例
左右反転画像。便座の位置と外観のイメージを黒塗りで付け加えたもの。

表 3　センサ設置位置別のトイレ内転倒判別率

Data set Sensor
転倒データ判別率
（失報率）［％］

正常データ判別率
（誤報率）［％］

判別式作成用データ
（4例分）

Sensor1（側方・上部）  97.8 （2.2）  99.2 （0.8）
Sensor2（側方・下部）  99.8 （0.2）  99.7 （0.3）
Sensor3（正面・上部）  100.0 （0.0）  99.8 （0.2）
Sensor4（正面・下部）  100.0 （0.0）  100.0 （0.0）

検証用データ
（4例分）

Sensor1（側方・上部）  95.3 （4.7）  36.2 （63.8）
Sensor2（側方・下部）  79.7 （20.3）  92.8 （7.2）
Sensor3（正面・上部）  95.7 （4.3）  76.3 （23.7）
Sensor4（正面・下部）  8.0 （92.0）  100.0 （0.0）
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直立する被験者である。図 5cおよび図 5dは、床
面において背臥位となり、転倒して床に倒れた姿
勢を模擬する被験者である。図 5eおよび図 5fは、
異なるセンサ位置から捉えたトイレ動作中の被験
者の立位姿勢であった。

4.　考察
作成された判別式における正常状態と転倒状態

の判別率（表 3、下段）は、転倒状態では sensor4

を除いて 79％以上、正常状態では sensor1を除
いて 76％以上の判別率を示した。このことから、
少なくともそれらに関しては、同様のセンサを用
いた先行研究 13─15）の結果に近く、概ね妥当な結果
が得られたものと考えられる。しかし、sensor4

の転倒状態の検出率についてはわずか 8％に留
まっており、また sensor1についても正常状態の
検出率が 36.2％と低値を示すなど、センサの設置
位置によって大きく異なることが明らかになっ
た。特に sensor4は転倒状態の検出に関してほと
んど機能しておらず、このような位置（便座に向
かって正面、低い位置）へのセンサ設置は、当然、
避けなければならないだろう。今回、詳細には検
討できていないが、被験者に加えて車椅子が存在
することの影響が大きいのかもしれない。
図 5に示される sensor2の典型的な熱画像から
は、センサを低い位置に設置した場合、立位時に
被験者の頭部がセンサに写りきれないケースもあ
ることが伺われた（図 5b）。また、便座の（センサ
から見て）奥側で転倒姿勢をとった際に、被験者が
便座の陰に隠れてしまって熱画像に写らないケー
ス（図 5c）や、逆に便座の手前側で転倒姿勢を取っ
た際にはセンサとの距離が近過ぎて被験者の全身
が写らないケース（図 5d）もあった。同様に低い位
置に設置された sensor4においても、対象の頭部
が写らないことがあったが、正面から撮影してい
るために便座の陰に隠れることはなかった。一方、
高い位置に設置された sensor1、3は、被験者の
全身を写すことができており、転倒状態の判別率
も 95％以上と高値を示したが、正常状態の判別
率はそれよりも低かった。センサの設置位置が高
い場合には上から見下ろすような状態となり、正
常動作に含まれる直立位と転倒姿勢である背臥位

の違いなどが分かりにくくなって誤報率が増加す
るのかもしれない。本研究で用いたような熱画像
センサは、あくまでも 2次元で画像を記録するも
のであり、そこから 3次元的な姿勢を正確に判断
することは、現状、容易ではないことの影響が伺
われた。
車椅子使用者を対象に熱画像センサを用いた転
倒検出を行う際のセンサの設置位置としては、本
研究の結果からは、いずれの状態においても判別
率が 76％以上となる sensor2、3の位置が、セン
サの設置場所としてより望ましいと考えられた。
しかし、それでも失報 /誤報率が 20％ほど残存す
ることは、臨床において無視できない問題である
可能性があり注意を要する。一方、便座に座る対
象者に対して正面方向の低い位置、側方の高い位
置への設置では転倒検出が難しく、避けるべきで
あると考えられた。これらの結果は、選定した
4カ所の適否を表す一方、高さと向きに単純に依
存するのではなく、転倒時に全身が撮像可能であ
るかどうかや使用する車椅子がどう写り込むかな
ど、トイレ室内の環境や想定される転倒状況を踏
まえて検討する必要があることを示唆するものと
考えられる。実際の現場では構造上の制約なども
予想されるため、現場の状況に合わせた設置位置
の検討が必要であるが、本結果はその際の参考資
料の 1つとなり得るだろう。
最後に、本研究は、熱画像センサによる転倒検
出に適したセンサ設置位置を探索するものである
が、確認したセンサ位置は任意に選択された 4カ
所のみであり、対象も健常成人が 8名であって限
定された試行環境によるものであるので、より一
般化可能性の高い結論を得るためには更なる検証
が必要である。また、本研究は健常者のみを対象
とし、想定される動作および姿勢は検者の指示に
て模擬されたものであるため、我々が想定する以
外の状況については考慮できていない。特に、車
椅子使用者は、移動機能に支障をきたす要因と
なった何らかの障害を合わせて有している可能性
が高く、実際の状況では本想定を上回る困難さが
存在することも予想される。それらの影響につい
ては、別途の確認が必要であり、今後の課題であ
る。
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5.　結論
熱画像センサを応用した転倒検出システムは、

転倒および正常動作を合わせた判別率からは、ト
イレ室内の便座に対してセンサを正面上部と側方
下部への設置が適当であると考えられた。一方、
側方上部では転倒の検出率は高いものの正常動作
の検出率が低く、正面下部ではその逆の傾向が示
されるなど、同システムの判別率はセンサを設置
する位置や高さに単純に依存しない可能性が示唆
された。転倒検出を目的とした場合の最終的なセ
ンサ設置位置は、本結果を参考にしながらも、ト
イレの室内環境や車椅子の写り込み、想定される
転倒の状況などを踏まえて検討される必要があ
る。
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Abstract : 
The toilet room is one of the places where falls are most likely to occur, however, the high 

degree of privacy makes it difficult to implement a system that detects and reports falls. 

On the other hand, thermal images can be used to detect the human body, but since 

details such as the face cannot be distinguished, there is a high potential for application 

in such environments. This study, it was investigated the difference in detection accuracy 

of the fall detection system using a thermal image sensor depending on the location of the 

sensor in a toilet room, assuming a wheelchair user. The sensors were installed at four 

locations with different orientations and heights in the room, and the typical defecating 

behavior and fall postures using a wheelchair were recorded for eight healthy adult 

subjects. As a result, the highest discrimination rate was observed for the wheelchair-

bound subject when the sensor was installed in the frontal direction and at a height close 

to the ceiling, while the lowest discrimination rate was observed at a lower position, even 

in the frontal direction. These results suggest that the installation position of the sensor 

does not simply depend on the direction and height of the imaging, it must be determined 

by considering the environment in the toilet room and the expected fall situation, such as 

whether the subject's whole body in a falling posture is within the imaging range.

【Key words】Thermal image, Fall detection, Toilet, Wheelchair, Monitoring
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1.　はじめに
わが国における脳卒中（cerebral vascular acci-

dent以下、CVA）の罹患者数が 111万 5,000人を
超えており 1）、2020年度の 65歳以上の要介護者
などについて介護が必要になった主な原因の第
2位が CVA（15.0％）である 2）。そのため CVA患
者は理学療法士にとって重要な対象疾患の 1つ
である。

CVAで最も多いのは、放線冠・内包での錐体路
の障害であり 3）、運動麻痺が生じると、支持機構

は破綻し、重心を管理するための支持基底面は狭
くなり、荷重は対側下肢側へ変位し、代償に基づ
いた立位が構築される 4）。CVAは姿勢アライメン
トの異常や姿勢保持障害を呈し 5）、そのため、静
的立位時の体幹傾斜角度は前額面上で麻痺側に
0.9～ 3.1°、骨盤傾斜角度は麻痺側に 2.1～ 2.6°
傾斜しており 6,7）、非対称性の立位姿勢では左右の
重心動揺が大きい 8）。非対称性の立位姿勢の原因
として、下肢の筋力回復遅延、感覚低下、筋力低
下、体幹バランス異常などが挙げられ 6）、麻痺側

◎原著

長下肢装具の有無が静的立位時の
重心動揺と前額面のアライメントに与える影響

Effect of presence or absence of knee ankle foot orthosis 

on body sway and frontal plane alignment during static standing

小野塚雄一 1，井上和久 2

要 旨
目的：脳卒中片麻痺者において、長下肢装具の有無が静的立位時の重心動揺と前額面アライ
メントに与える影響を明らかにすること。
方法：対象は初発脳卒中片麻痺者 9名。方法は長下肢装具の有無にて、重心動揺計を用いて
測定し、前額面アライメントをデジタルカメラにて撮影し、ImageJにて解析を行った。統
計解析は 2群間比較をWilcoxonの符号付順位和検定にて分析し、各項目を Spearmanの相
関分析で行った。
結果：総軌跡長、外周面積、矩形面積、実効値面積、単位面積軌跡長、荷重率に有意差は認
められ、体幹傾斜角度、骨盤傾斜角度および非麻痺側股関節内転に有意差が認められた。ま
た重心動揺と麻痺側の股関節内転角度に高い相関が認められた。
結論：長下肢装具によりアライメントが修正され、麻痺側への荷重率が増加し、静的立位の
重心動揺は安定した。重心動揺との関係では麻痺側の股関節内転角度が関与する可能性が
あった。

【キーワード】長下肢装具、重心動揺、アライメント

１　医療法人眞幸会草加松原リハビリテーション病院
２　埼玉県立大学保健医療福祉学部理学療法学科
投稿日：2023年 2月 12日　　採択決定日：2023年 4月 30日　　公開日：2023年 9月 25日
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上下肢・体幹筋は低緊張を伴うことが多く、低緊
張の影響により下肢は荷重支持ができない状態で
ある 9）。そのため、麻痺側下肢は上行性運動連鎖
が破綻しており、麻痺側の荷重率の割合は 17.4～
50.1％ 6,10,11）と低下している。

CVAが急性期から回復期リハビリテーション
病棟に入院する日数は、2020年度において平均発
症後 28.6日とされ 12）、回復期リハビリテーショ
ン病棟に入棟される CVAにおいては麻痺側上下
肢・体幹筋の低緊張により、立位や歩行が困難な
場合も多い。そのような CVA患者の場合、立位
保持困難な時期から長下肢装具（knee ankle foot 

orthosis以下、KAFO）を用いて立位・歩行練習を
行うことがある。KAFOの適応は下肢全体の支持
性の低下により、起立させても立位保持ができな
いような場合が第一の適応となり 13）、KAFOは早
期の立位保持を促進、歩行練習を支援する機器と
して近年注目を集めている。KAFOを装着するこ
とで、即時的にパフォーマンスを改善する効果や、
継続的に装着して歩行することで運動機能を回復
させる効果を得ることを期待して用いられてい
る 14）。そのため、脳卒中治療ガイドライン 202115）

において KAFOの有効性が示され、KAFOが静
的立位バランスの平均時間の割合を増加させ、即
時的に静的立位バランスの機能を向上させる 16）。
これは膝・足関節が装具により制御すべき関節数
が減少することにより重心動揺が安定したと考え
られる。また、体幹機能に対しても KAFOを用い
て体幹を伸展位で麻痺側下肢に荷重することで、
網様体脊髄路を活性化し、四肢近位筋や体幹筋の
促通による姿勢コントロールの学習を図るとされ
ている 17）。そのため、KAFOを使用することで上
行性運動連鎖を修正し、体幹のアライメントを改
善することで姿勢保持障害に対しても貢献できる
可能性がある。
しかし、非対称性の立位の CVAに対して、

KAFOの装着における静的立位時の重心動揺と
前額面のアライメントへの即時的な影響は明らか
になっていない。本研究の目的は、非対称性の立
位を呈している CVA患者に対し、KAFO装着の
有無による静的立位時の重心動揺と前額面のアラ
イメントに与える影響の検討を行うことである。

2.　方法
2─1　研究デザイン
研究デザインは KAFO装着の有無による介入
前後の効果を検証するために、介入研究である前
後比較試験を用いた。

2─2　対象
被験者募集により選定された回復期リハビリ
テーション病棟に入院している初発 CVA 患者
9名を対象とした。
被験者の選択基準として平行棒内にて下肢装具
がない条件で、介助なしでの 3分間の立位保持が
可能な者とした。また、既往に中枢神経障害を有
する者や著明な高次脳機能障害（日常生活におい
て著しく制限がある者）や認知機能障害、心大血管
疾患、骨関節疾患や著明な円背を有する者は除外
した。KAFOの未作製者に対しては、備品用
KAFO（パシフィックサプライ株式会社、病院用長
下肢装具備品）を使用し、KAFO作製者に対して
は、本人用 KAFOを使用した。KAFOは全て麻
痺側下肢に装着し、膝関節伸展 0°、足関節底背屈
0°固定の設定とした 18）。KAFOは KAFO非装着
立位の反対側は裸足、KAFO装着立位の反対側は
靴を着用した。

2─3　重心動揺計
測定機器は重心動揺計（アニマ株式会社製、GP

─6000）を使用した。測定肢位として両上肢は自然
下垂させた開脚立位姿勢で、目線の位置は前方の
印を示し、それを注視位置として提示した後、左
右の足部問の距離は両踵骨の中央が両肩峰間と同
じになるように規定した 10）。姿勢が安定した後、
30秒間の総軌跡長、外周面積、矩形面積、実効値
面積、単位面積軌跡長を測定した 19）。測定条件は
KAFO非装着立位、KAFO装着立位の 2条件での
左右の荷重率を測定した。身長差により足圧中心
（重心位置）の差異が生じ、真の重心位置を測定す
ることができないので、補正値＝実測値×係数 /

身長の式を使用し補正値を算出した 20,21）。なお、
式に用いた係数は、被験者の身長の中央値を採用
した。
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2─4　前額面のアライメント評価
測定機器はデジタルカメラを使用し、三脚に固

定して撮影した。撮影条件は、被験者とデジタル
カメラの距離が常に一定になるように床のテープ
を目印に脚立の位置を固定し、立位時の大転子の
高さで、被験者から 1.5 m離して設置し、被写体
がフレーム内に全身が写るように配慮した。また、
撮影した画像が傾斜している可能性があるため、
鉛直成分は直線上に直径 14 mmの蛍光マーカー
を 2点貼付した直線とした。前額面の撮影では、
被験者の身体上の直径 14 mmの蛍光マーカー貼
付部位は、前頭部、左右肩峰、左右上前腸骨棘、
左右膝蓋骨中央の計 7点とした（図 1）22）。撮影し
た画像をパソコンに取り込み、画像解析ソフト 

ImageJ（米国国立衛生研究所）にて、体幹傾斜角度
（基本軸が鉛直成分、移動軸が左右上前腸骨棘
（Anterior Superior Iliac Spine 以下、ASIS）の中
点と前頭部を結ぶ線）、肩峰傾斜角度（基本軸が水

平面、移動軸が左右肩峰を結ぶ線）、骨盤傾斜角度
（基本軸が水平面、移動軸が左右 ASISを結ぶ線）、
股関節内転角度（基本軸が左右 ASIS、移動軸が膝
蓋骨中央を結ぶ線から 90°を引いた値）とし
た 22）。測定条件は KAFO非装着立位、KAFO装
着立位の 2条件で行った。

2─5　統計学的解析
KAFO装着の有無における総軌跡長、外周面
積、矩形面積、実効値面積、単位面積軌跡長、荷
重率、体幹傾斜角度、肩峰傾斜角度、骨盤傾斜角
度、麻痺側・非麻痺側の股関節内転角度の 2群間
の比較をWilcoxonの符号付順位和検定にて行っ
た。
総軌跡長、外周面積、矩形面積、実効値面積、
単位面積軌跡長、荷重率、体幹傾斜角度、肩峰傾
斜角度、骨盤傾斜角度、麻痺側・非麻痺側の股関
節内転角度に関して、相関を Spearman順位相関
係数にて検討した。
データ分析は SPSSソフトウエアバージョン

28.0（IBM社）を使用した。なお有意水準は 5％と
した。

2─6　倫理的配慮
被験者には本研究の意義と目的、方法、参加の
任意性と撤回の自由、予測される利益と不利益、
心身への負担、結果の公表および個人情報の取り
扱いについて十分に配慮することを文章と口頭で
説明し同意を得たうえで実施した。本研究の実施
にあたり、埼玉県立大学倫理委員会（承認番号：
20515）より承認を得た。

3.　結果
基本的情報は表 1に示す。対象の年齢は平均

68.9± 10.1歳、性別は男性 5名、女性 4名、障
害部位は脳出血 4名、脳梗塞 5名、障害側は右側
5名、左側 4名、発症から測定期間は平均 82.6±
34.3日、下肢の Fugl-Meyer assessment 23）は
24.3± 7.2点、機能的自立度評価法 24）の歩行項目
は中央値 5（4─6）点であった。
重心動揺計の結果は表 2に示す。総軌跡長、外

周面積、実効値面積に有意差を認め（p＜ 0.05）、

図 1　前額面における蛍光マーカー貼付部
前頭部、左右肩峰、左右上前腸骨棘、左右膝蓋骨中央の計
7点
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単位面積軌跡長、矩形面積に有意差を認めた（p＜
0.01）。KAFO非装着立位に比べて KAFO装着立
位の方が総軌跡長、外周面積、実効値面積、矩形
面積が小さく、単位面積軌跡長が大きい。また荷
重率の結果は表 3に示す。荷重率において左右と
もに有意差は認められた（p＜ 0.05）。KAFO非装
着立位に比べて KAFO装着立位の方が荷重率の
増加が認められた。
前額面のアライメントの結果は表 4に示す。前
額面における体幹傾斜角度、骨盤傾斜角度、非麻
痺側の股関節内転角度に有意差を認めた（p＜
0.05）。その他の項目において有意差は認められな
かった。KAFO非装着立位に比べて KAFO装着
立位の方が、前額面における体幹傾斜角度、骨盤
傾斜角度、非麻痺側の股関節内転角度が減少した。
相関の結果は表 5に示す。総軌跡長は外周面積

（r＝ 0.750）、矩形面積（r＝ 0.702）、麻痺側の股
関節内転角度（r＝ 0.695）に有意差を認めた（p＜
0.05）。単位面積軌跡長は外周面積（r＝─0.807）、
実効値面積（r＝─0.866）、矩形面積（r＝─0.762）、
外周面積は実効値面積（r＝ 0.975）、矩形面積（r

＝ 0.958）、麻痺側の股関節内転角度（r＝ 0.891）、
実効値面積は矩形面積（r＝ 0.920）、麻痺側の股
関節内転角度（r＝ 0.840）、矩形面積は麻痺側の
股関節内転角度（r＝ 0.929）に有意差を認めた（p

＜ 0.01）。

4.　考察
本研究の目的は CVA患者に対し、KAFO装着

の有無による静的立位時の体幹アライメントと重
心動揺に与える影響の検討をすることであった。
その結果、CVA患者が KAFOを装着することで、

表 1　基本的情報

No
年齢
（歳） 性別 病型 部位 障害側

発症～
測定日
（日）

身長
（cm）

体重
（kg）

FMA FIM

下肢
（点）

触覚
（点）

受動運動覚
（点）

歩行
（点）

1 84 男 脳梗塞 放線冠 右 161 164 59.9 12 8 8 4

2 76 女 脳出血 被殻 左 103 143 45.3 16 4 2 4

3 56 女 脳出血 被殻 左 70 151 53.3 27 8 8 6

4 71 男 脳梗塞 心原性 右 97 165 67.2 16 4 5 5

5 75 男 脳梗塞 放線冠 左 98 159 55.3 30 6 16 7

6 59 男 脳梗塞 アテローム 右 58 156 56.8 28 6 12 6

7 52 男 脳出血 被殻 左 51 176 69.4 27 4 8 4

8 72 女 脳出血 被殻 右 50 158 66.5 28 7 4 4

9 75 女 脳梗塞 放線冠 右 55 154 58.9 29 8 16 6

FMA：Fugl-Meyer assessment、FIM：Functional Independence Measure

表 2　各条件による重心動揺
KAFO非装着 KAFO装着 p値

総軌跡長（cm）  41.0（ 34.0─ 68.6）  37.9（ 31.0─ 53.5） 0.011＊

単位面積軌跡長（1/cm）  27.4（ 18.8─ 31.7）  44.7（ 29.5─ 65.0） 0.008＊＊

外周面積（cm2）  1.8（ 1.3  ─ 3.5）  1.3（ 0.5  ─ 1.4） 0.012＊

実効値面積（cm2）  1.4（ 1.1  ─ 2.9）  0.7（ 0.4  ─ 1.2） 0.011＊

矩形面積（cm2）  5.1（ 2.9  ─ 9.3）  2.9（ 1.3  ─ 4.3） 0.008＊＊

KAFO：knee ankle foot orthosis、＊：p＜ 0.05、＊＊：p＜ 0.01、中央値（第 1四分位数─第 3四分位数）

表 3　各条件による荷重率
KAFO非装着 KAFO装着 p値

非麻痺側（％）  55.7（ 51.3─ 59.6）  54.7（ 49.5─ 55.0） 0.038＊

麻痺側（％）  44.3（ 40.4─ 48.7）  45.3（ 45.0─ 50.5） 0.038＊

KAFO：knee ankle foot orthosis、＊：p＜ 0.05、中央値（第 1四分位数─第 3四分位数）
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前額面上での体幹側屈、骨盤下制および非麻痺側
股関節内転が減少し、麻痺側下肢の荷重率が増加
した。また、静的立位時の重心動揺が安定するこ
とが明らかとなった。
静的立位時のバランス能力指標として、重心動

揺の測定が用いられており、重心動揺計にて総軌
跡長、外周面積、矩形面積、実効値面積、単位面
積軌跡長を計測した。総軌跡長は計測時間内の重
心点の移動した全長、外周面積は重心動揺の軌跡
の最外郭によって囲まれる内側の面積、矩形面積
は各軸の最大幅で囲まれる長方形の面積、実効値
面積は実効値を半径とする円の面積である 25）。外
周面積、矩形面積、実効値面積は互いに高い相関
があり、これらの面積の大小は身体動揺範囲の大
小を示している 18）。また、単位面積軌跡長は 30秒
間直立の総軌跡長を外周面積で除した数値であ
り、固有受容器の微細な姿勢制御機能を反映して
いる 19）。Hufschmidtら 26）によれば総軌跡長は姿
勢調節活動量を表し、矩形面積は動揺がどの程度
の範囲内で管理されているかを示し、姿勢制御シ
ステムによって達成された安定性を反映する指標

であるとされる。そのため、重心動揺が安定した
状態とは、総軌跡長、外周面積、矩形面積、実効
値面積が減少し、単位面積軌跡長が増加した状態
だと言える。
本研究において、全ての CVA者は KAFO非装
着立位に比べて KAFO装着立位の方が、30秒間
の総軌跡長、外周面積、矩形面積、実効値面積は
減少し、単位面積軌跡長は増加した。そのため、
KAFOを装着することにより静的立位時の重心
動揺は安定することが明らかになった。
星ら 18）によれば、健常者を対象に両側の膝関
節・足関節を固定することで立位の重心動揺は有
意に減少したと報告されており、本研究において
も、CVAの麻痺側下肢の膝関節・足関節を
KAFOにて固定することでも同様な結果となっ
た。膝関節および足関節の構造は、前後方向への
可動性が高く、左右方向への可動性は低いとさ
れ 18）、CVA患者の場合は関節制御が不十分であ
るため、矢状面上の可動性が多い膝関節・足関節
を KAFOで固定することにより、関節の動揺性が
制限され、KAFOが関節制御の機能を代償したと

表 4　各条件による前額面のアライメント
前額面（°） KAFO非装着 KAFO装着 p値

体幹傾斜角度  － 0.9（ － 2.1－ 0.3）  － 0.4（ － 0.8－ 1.0） 0.038＊

肩峰傾斜角度  － 2.1（ － 2.7－ 2.4）  0.4（ － 3.0－ 1.0） 0.767

骨盤傾斜角度  － 2.2（ － 2.7－  －1.5）  0.5（ 0.2－ 1.8） 0.011＊

股関節内転角度（麻痺側）  3.3（ 0.7－ 4.2）  4.5（ 1.4－ 6.7） 0.314

股関節内転角度（非麻痺側）  6.8（ 3.8－ 7.3）  4.5（ 3.3－ 5.4） 0.028＊

KAFO：knee ankle foot orthosis、＊：p＜ 0.05、中央値（第 1四分位数─第 3四分位数）

表 5　KAFO装着立位による相関関係
KAFO装着
（n=9） 総軌跡長 単位面積

軌跡長 外周面積 実効値面積 矩形面積 荷重率
（麻痺側）

荷重率
（非麻痺側）

股関節内転角
度（麻痺側）

総軌跡長 1 － 0.276 0.705＊ 0.591 0.702＊ 0.285 － 0.285 0.695＊

単位面積軌跡長 － 0.276 1 － 0.807＊＊ － 0.866＊＊ － 0.762＊ － 0.217 0.217 － 0.6

外周面積 0.705＊ － 0.807＊＊ 1 0.975＊＊ 0.958＊＊ 0.454 － 0.454 0.891＊＊

実効値面積 0.591 － 0.866＊＊ 0.975＊＊ 1 0.920＊＊ 0.437 － 0.437 0.840＊＊

矩形面積 0.702＊ － 0.762＊ 0.958＊＊ 0.920＊＊ 1 0.326 － 0.326 0.929＊＊

荷重率（麻痺側） 0.285 － 0.217 0.454 0.437 0.326 1 － 1.000＊＊ 0.167

荷重率（非麻痺側） － 0.285 0.217 － 0.454 － 0.437 － 0.326 － 1.000＊＊ 1 － 0.167

体幹傾斜角度 0.301 0.167 0.202 0.16 0.201 0.533 － 0.533 0.183

骨盤傾斜角度 0.184 － 0.1 0.16 0.126 0.268 － 0.633 0.633 0.483

股関節内転角度（麻痺側） 0.695＊ － 0.6 0.891＊＊ 0.840＊＊ 0.929＊＊ 0.167 － 0.167 1

KAFO：knee ankle foot orthosis、＊：p＜ 0.05　＊＊：p＜ 0.01
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考える。また、長谷 4）は前額面において、足関節
の内外反と股関節の内外転が姿勢制御に機能して
いるとされ、抜井ら 27）は金属支柱付き AFOを装
着することにより足部の外がえし・内がえし運動
を制限することで重心動揺が減少したと報告され
ている。そのため、KAFOを装着することで矢状
面だけでなく前額面の動揺性も制限され、KAFO

は重心動揺の減少に貢献した可能性が考えられ
る。高齢者のバランス戦略は ankle strategyを狭
い範囲でしか使用できず、hip strategyに大きく
依存しているとされ 28）、総軌跡長は 50歳代、外
周面積・矩形面積は 60歳を超えると年齢ととも
に増加し、単位面積軌跡長は 60歳代では減少す
る 25）。本研究の被験者は平均 68.9± 10.1歳であ
り、hip strategyに依存しやすい年代であるため、
重心動揺が大きくなる可能性がある。KAFO装着
により膝関節・足関節が固定され制御すべき関節
数が減少することで特に ankle strategyを代償
することで CVAに対して重心動揺を安定させる
効果があったと考えられる。
次に、CVAの麻痺側下肢の荷重率の割合は

17.4～ 50.1％ 6,10,11）と明らかな荷重率の低下が認
めており、関節痛や運動麻痺が存在すると、患肢
の支持機構は破綻し、重心を管理するための支持
基底面は狭くなり、荷重は対側下肢側へ変位し、
代償に基づいた立位が構築される 4）。本研究の結
果からも、KAFO非装着立位における麻痺側下肢
の荷重率は中央値 44.3％と低く、KAFOの装着
により中央値が 45.3％と向上し、非対称性が軽減
する結果となった。朝山 10）によれば、麻痺側下肢
荷重率と重心動揺距離（r＝ 0.66）、麻痺側下肢荷
重率と重心面積（r＝ 0.82）に負の相関を認め、麻
痺側下肢荷重率が 50％ に近いほど重心動揺距
離・面積は小さく、立位バランスは安定していた
と報告している。本研究において KAFO装着立位
の方が荷重率は 50％に近い状況であり、KAFO

装着の有無の比較において有意な差が認められ
た。先行研究 10）を参考にすれば荷重率も重心動揺
を安定させる要因であるが、本研究において荷重
率と重心動揺の相関は低い相関であった。そのた
め、重心動揺を安定させる要因は荷重率以外の影
響を受ける可能性が考えられた。

本研究において KAFOの装着により、前額面上
のアライメントでは体幹傾斜角度と骨盤傾斜角
度、非麻痺側股関節内転が改善された。静的立位
時の体幹傾斜角度は前額面上で麻痺側に 0.9～
3.1°、骨盤傾斜角度は麻痺側に 2.1～ 2.6°と麻痺
側へ傾斜している 6,7）。KAFO装着の有無におい
て KAFO非装着立位の骨盤傾斜角度は麻痺側に
下制（中央値 2.2°）し、KAFO装着立位は麻痺側に
挙上（中央値 0.5°）していた。また、KAFO非装着
立位の骨盤傾斜角度の前傾は中央値 10.5°、
KAFO装着立位は中央値 8.7°であり、前額面上
の骨盤傾斜角度に有意差を認めた。骨盤傾斜角度
の変化に伴い、体幹傾斜角度は KAFO非装着立位
では麻痺側に中央値 0.9°、KAFO装着立位では麻
痺側に中央値 0.4°と傾きが修正された。これは左
右の股関節内転角度が KAFO非装着立位（麻痺側
3.3°、非麻痺側 6.8°）に比べて KAFO装着立位（麻
痺側 4.5°、非麻痺側 4.5°）は左右の股関節内転角
度が左右対称であり、KAFOの装着により、前額
面上での体幹傾斜角度と骨盤傾斜角度、非麻痺側
股関節内転角度の改善により非対称性の改善に貢
献できた可能性がある。アライメント評価と荷重
率において、Karthikbabuら 6）よれば骨盤傾斜角
度の下制（r＝ 0.631）は荷重率との高い相関を報
告している。しかし、本研究において骨盤傾斜角
度（下制）は荷重率、重心動揺は低い相関であった。
前額面では、股関節の内外転が姿勢制御に機能し
ていると述べており 4）、立位バランスは、下肢ア
ライメントの変化との関与が示唆されている 29）。
KAFO装着立位において麻痺側の股関節内転角
度と総軌跡長、外周面積、矩形面積、実効値面積
と正の相関であり、股関節内転角度が増加するほ
ど総軌跡長、外周面積、矩形面積、実効値面積が
増加し、股関節内転角度の影響で重心動揺は不安
定になる可能性がある。そのため、KAFOを装着
することにより非対称性の立位姿勢が修正される
ことで重心動揺に影響を与える可能性がある。
また CVAの立位の水平面アライメントとして
体幹回旋角度は正中位から麻痺側方向へ 4.5～
6.1°後方回旋 7）、骨盤回旋角度は麻痺側方向へ 1.7

～3.8°後方回旋 5,7）をしていると報告されている。
下行運動連鎖より骨盤が後方回旋することに股関
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節は屈曲・内転・内旋位となるため 30）、麻痺側股
関節内転においては骨盤の後方回旋が影響する可
能性がある。研究の限界にあたるが、今回のアラ
イメント評価は前額面のみの評価であり、矢状
面・水平面上の体幹や骨盤の回旋角度の影響によ
り、股関節内転角度の相関関係に差が生じた可能
性が考えられる。
今回、KAFOを装着することで上行性運動連鎖

を修正できた可能性がある。上行性運動連鎖は、
骨盤前傾、股関節屈曲・内転・内旋、膝関節伸展・
外反・外旋、距骨下関節回内となり 30）、距骨下関
節回内は外周面積と内外側方向（X軸方向）に影響
を与えると報告している 31）。本研究において
KAFOを装着することにより足底から受ける運
動連鎖を改善することで股・骨盤帯へ中継を修正
した可能性がある。その結果、KAFOを装着する
ことで、麻痺側下肢の上行性運動連鎖を補い、麻
痺側体幹側屈、骨盤下制および非麻痺側股関節内
転のアライメントが修正され、膝・足関節の制御
すべき関節数が減少することで静的立位時の重心
動揺が安定する傾向にあったと考えられる。

CVAは上位運動ニューロンの障害により、運動
麻痺が生じると、支持機構は破綻し、重心を管理
するための支持基底面は狭くなり、荷重は対側下
肢側へ変位し、代償に基づいた立位が構築され
る 4）。Otaら 16）は、亜急性期 CVA者において
KAFO非装着立位に比べて KAFOを装着するこ
とにより静的立位時の開脚開眼、開脚閉眼、閉脚
開眼、開眼タンデムの時間の割合を増加させ、即
時的に静的立位バランスの機能を向上させると報
告している。そのため、回復期リハビリテーショ
ン病棟において、KAFOは早期の立位保持を促
進、歩行練習を支援する機器として貢献できる可
能性が示唆された。
本研究の限界として、KAFOは下肢の支持機構

が破綻している CVAが適応となるが、そのよう
な CVA患者は KAFOの装着前での立位保持が
困難であるため測定が困難であった。その結果、
KAFOの有無の比較を検討するために、今回は
3分程度の立位保持が可能な CVA患者が対象と
なった。今後は静的立位が困難な CVA者に対し
ても効果の検証が必要である。また、アライメン

ト評価において前額面での評価のみであり、矢状
面・水平面上の影響を除外することができなかっ
た。今後は三次元動作解析装置を用い、三次元で
のアライメント評価が必要だと考える。

5.　結語
亜急性期の CVA者において麻痺側下肢に

KAFOを装着によることにより、麻痺側下肢の上
行性運動連鎖を補い、膝関節・足関節の関節制御
できた。その結果、前額面上における麻痺側への
体幹傾斜、骨盤傾斜および非麻痺側股関節内転が
改善され、麻痺側下肢の荷重率が増加し、静的立
位時の総軌跡長、外周面積、矩形面積、実効値面
積は減少、単位面積軌跡長は増加し、重心動揺の
安定に貢献できる可能性が示唆された。
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Abstract : 
Purpose: To clarify the effects of the presence or absence of knee ankle foot orthosis on 

center of gravity sway and frontal plane alignment during static standing in hemiplegic 

stroke patients. 

Methods: The subjects were 9 hemiplegic first-time stroke patients. Measurements were 

made using a stabilometer with or without knee ankle foot orthosis, and the frontal plane 

alignment was photographed with a digital camera and analyzed with ImageJ. Statistical 

analysis was performed using Wilcoxon's signed rank sum test for comparison between 

two groups, and Spearman's correlation analysis for each item. 

Results: Significant differences were observed in total trajectory length, outer peripheral 

area, rectangular area, effective value area, unit area trajectory length, and load factor, 

and significant differences were observed in trunk tilt angle, pelvic tilt angle, and non-

paralyzed side hip adduction. Admitted. A high correlation was also observed between the 

sway of the center of gravity and the adduction angle of the hip joint on the paralyzed 

side. 

Conclusion: The knee ankle foot orthosis corrected the alignment, increased the load 

factor on the paralyzed side, and stabilized the sway of the center of gravity in a static 

standing position. There was a possibility that the adduction angle of the hip joint on the 

paralyzed side was involved in the relationship with the sway of the center of gravity.

【Key words】knee ankle foot orthosis, center of gravity sway, alignment
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1.　はじめに
姿勢制御において、下肢関節の役割については

数多く報告されている。股関節は、体幹と下肢の
連携を調整し、上位の体幹の肢位を保持する役割
も担っているとされており 1）、膝関節は制御信号
を送信することで下肢筋群を正確に制御するとさ
れている 2）。さらに足関節は、下肢全体の動きを
制御することが可能であると言われている 3）。こ
のように、下肢関節は姿勢制御において非常に重

要な役割を担っていることが古くから述べられて
いる。
姿勢制御能力を向上させるための方法として、
ダイナミックフラミンゴ運動 4）や鏡を用いた姿勢
制御練習 5,6）の効果が知られている。ダイナミック
フラミンゴ運動は 1分間、1日 3回の開眼片脚立
位運動を実施するものである。大腿骨近位部の骨
密度を増加させ、骨折を予防する効果や骨盤周囲
筋力を向上させ転倒を予防する効果があると報告

◎原著

膝部動揺の制限方法の違いが片脚立位時における
足圧中心動揺と下肢関節作用に及ぼす影響

Effects of different knee sway restraint methods on the center of pressure sway and 

lower extremity joint action during single-leg standing

小原謙一 1，石川琴美 2，塩谷文香 3，大坂裕 1，黒住千春 1

要 旨
目的：膝部動揺の制限方法の違いが片脚立位時の足圧中心動揺および下肢関節作用に及ぼす
影響を検討すること。
方法：対象は、若年健常成人女性 15名（20.2± 0.7歳）であった。測定課題はバランスパッ
ド上での 30秒間の片脚立位とし、その際の足関節作用の指標として重心動揺計を用いて足
圧中心動揺（総軌跡長、矩形面積）と、股関節および膝関節作用の指標として三軸加速度計
を用いてそれぞれ骨盤部動揺および膝部動揺を測定した。実験条件は、壁面に貼付した円内
に膝部から照射したレーザーを留めるように指示して膝部動揺を制限した能動的制限条件
と、膝装具にて外的に膝部動揺を制限した外的制限条件の 2条件とした。
結果：総軌跡長、骨盤部および膝部動揺には有意差は認められなかった。矩形面積のみ能動
的制御条件が有意に高値を示した（p＜ 0.05）。
結論：膝部の能動的制限下での片脚立位保持運動は、足関節戦略を賦活する可能性が示唆さ
れた。

【キーワード】片脚立位、足圧中心動揺、下肢関節作用

1　川崎医療福祉大学　リハビリテーション学部
2　橋本病院　リハビリテーション科
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されている 4）。しかしながらその効果は、虚弱高
齢者にのみ認められており、スポーツ実施者や何
らかの運動を習慣としている健常者には負荷が軽
いため、効果が認められないとも報告されてい
る 7）。一方、鏡を用いた視覚的フィードバックで
は鏡に反映された身体位置情報によって、課題の
実行中に観察されたエラーを調整することにより
正確な動きを学習するのに役立つとされてい
る 5）。Meidianら 5）は、VRヘッドセットによって
模擬的に半側空間無視の状態とした健常人を対象
として鏡を使用した視覚的フィードバックの効果
を検証している。その結果、模擬的半側空間無視
状態とされた健常人に対しては、立位姿勢の安定
性が向上したと報告している。一方 Inら 6）は、脳
卒中患者を対象とした検証を行い、固有受容感覚
が低下している対象者における鏡を用いた姿勢制
御練習の効果について報告しているが、安定した
表面上で 1分間自立姿勢保持が可能な人には有
意な改善効果は認められないと述べている。これ
らは、同様に鏡を用いた視覚的フィードバックの
効果を検証したものであるが、その効果は相反す
るものであった。これらのことから、姿勢制御能
力向上のための運動は、その対象者に応じた課題
難易度の設定が重要であることが示唆される。
姿勢制御には上述の鏡を用いた運動のような視

覚や体性感覚、前庭感覚などの感覚系情報と、そ
れらをもとに身体を安定させようとする下肢関節
の協調的な作用が重要な働きをもつ。立位での姿
勢制御戦略は 3種類あり、外乱の大きさの変化に
伴って足関節戦略、股関節戦略、ステッピング戦
略というように移行していくとされている 8─11）。
Sasagawaら 12）は、立位姿勢制御を質量中心
（Center of Mass: COM）の並進加速度と足関節、
股関節の角加速度の関係を表すモデルと力学的
データによって検討している。その結果、実測値
から算出された COM並進加速度は足関節に加え
て股関節の影響を加味したモデルによって推定さ
れた COM並進加速度とよく一致していた。この
ことから、足関節と股関節の協調した作用が姿勢
制御には欠かせないことが示唆される。さらに小
栢らは 13）、不安定板上と安定した支持面上での立
位姿勢制御能力について若年者と高齢者を対象と

して検討している。その結果、若年者は不安定板
を素早く動かすことで立位姿勢を制御するのに対
して、高齢者では不安定板をなるべく動かさない
ような制御戦略を選択することを報告している。
このことは、若年者が足関節戦略を選択する程度
の外乱であっても、高齢者は股関節戦略を選択せ
ざるを得ない場合があることを示唆している。主
に股関節戦略での姿勢制御を行う場合、関節軸か
ら支持面の距離が遠いために効率が悪いことは容
易に推測される。支持基底面内の重心線、すなわ
ち足圧中心（Center of Pressure: COP）の位置が
支持基底面の辺縁に近くなると、わずかな外力に
よって重心線が支持基底面から逸脱し転倒に至
る。このことから、効率よく転倒を回避するため
には足関節戦略による素早い COP制御が不可欠
であり、転倒を予防するためには下肢関節の協調
的な作用の向上が重要であると言える。このよう
に、従来から立位姿勢制御に関しては、股関節と
足関節による寄与が大きいとされてきた。このこ
とは、立位中に床面を前後に動かす外乱負荷に対
して膝関節は伸展位を保ち 14）、膝関節周囲の靱帯
によるロック機構を使用することに起因する。し
かしながら、2000年代から立位姿勢制御において
膝関節が重要な役割を持つ可能性を示す報告が散
見される 2,15─17）。静止立位時の膝関節角度変位は
足関節と同程度の振幅で変動しているといった報
告や 15,16）、静止立位時の膝関節トルクと COM の
並進運動（並進変位と並進加速度）について相互相
関分析を行うと有意な相関関係が認められたいっ
た報告から 17）、膝関節運動も直立姿勢の保持に影
響を与えていることが示唆されている。
上述のように、感覚系情報と下肢関節の協調的
な作用は、立位姿勢制御にとって重要である。そ
こで我々は、レーザーを使用して身体部位の動揺
を視覚的に捉えることを可能にした姿勢制御練習
機を考案し（特許取得：特許 7131789、出願人：
学校法人 川崎学園、発明者：小原謙一）、その効
果を検証している 18─20）。廣田ら 18）は、健常若年成
人女性を対象として、膝部の動揺を視覚的に捉え
ることを可能にした姿勢制御練習機によって膝部
の動揺を能動的に制限した状態での片脚立位姿勢
制御練習を 2週間行った効果を重心動揺計の総
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軌跡長と矩形面積を指標として検証した。その結
果、練習時に膝関節を能動的に制限した条件では、
その制限を解除した状態での片脚立位時の足圧中
心動揺が 2週間後に大幅に減少したと報告して
いる。このように身体部位を視覚的に捉えながら
の姿勢制御練習効果は検証されたが、視覚的に捉
え、能動的に制限するべき最も効果的な身体部位
については検討されていなかった。そこで曽我部
ら 19）は、額部、骨盤部、膝部をそれぞれ能動的に
制限した条件と能動的制限なしの 4条件にて
2週間の練習効果を検証した。上述の廣田らの報
告 18）と同様の方法で実験を行った結果、膝関節の
動揺を視覚的に捉えながら練習することがより早
く、効率的に姿勢制御能力を向上させることが可
能であると報告している。さらに尾山ら 21）は、動
的姿勢制御能力の指標として、不安定板上での立
位保持時の不安定板傾斜角度の制御能力を検討し
ている。モニターに映し出された目標角度に合わ
せて不安定板の傾斜角度を調整する課題を対象者
に行わせ、目標角度に到達するまでの時間と目標
角度内で不安定板を保持できるまでの時間を検討
している。その結果、動的姿勢制御能力には不安
定板傾斜角度を目標地点に到達させるまでの時間
よりも、目標地点の付近で保持、維持させる能力
が重要であると述べている。膝部位置と不安定板
の傾斜角度という違いはあるものの、目標地点付
近でその位置を留めるという課題は廣田ら 18）、曽
我部ら 19）の報告と同様である。これらのことに加
えて、前述の静止立位時の膝関節角度変位は足関
節と同程度の振幅で変動するという報告 15,16）か
ら、膝関節と足関節は相互に関係しているため、
膝部の位置、動揺を能動的に制限することにより
足関節の片脚立位保持に寄与する割合が増大する
ことが推測される。姿勢制御に寄与する関節が減
少する結果として課題の難易度が高まることで、
我々が考案した姿勢制御練習機を用いた姿勢制御
練習の効果が向上することが示唆される。
我々は先行研究 22）にて、何も装着していない条
件と上述のように膝関節を能動的に制限した条件
を比較することで、片脚立位保持中の膝関節能動
的制限下での下肢関節の作用について検討した。
その結果、膝関節を能動的に制限することで骨盤

部動揺が有意に増加することを報告している。一
方、関節の動きを制限する方法として装具が挙げ
られ、装具によって足関節、膝関節を固定するこ
とで静止立位中の重心動揺（足圧中心動揺）が減少
することが報告されている 23）。このように、足圧
中心動揺や下肢関節作用の指標となり得る身体部
位の動揺は、下肢関節の制限によって変化するこ
とが示唆されている。しかしながら、上述の姿勢
制御練習機を用いた膝部の能動的な制限は、片脚
立位練習中に膝関節の動揺を制限できているの
か、そして、能動的制限は実際に装具等を用いて
膝関節を制限した場合と練習中の下肢関節の作用
に違いがあるのかは検討されていない。そこで本
研究では、上述の姿勢制御練習機を用いて膝部の
動揺を捉えたうえで能動的に膝部を制限する条件
と膝装具を用いて膝部の動きを外的に制限する条
件を比較することで、膝部動揺の制限方法の違い
が片脚立位中の下肢関節の作用に及ぼす影響につ
いて検討し、姿勢制御練習の難易度設定の基礎的
資料とすることを目的に実験を実施した。

2.　対象と方法
2─1　対象
装具による膝関節の外的制限を確実にするた
め、比較的小柄で筋力の少ない健常成人女性
15名（年齢 20.2± 0.7歳、身長 157.7± 5.0 cm、
体重 49.8± 5.5 kg）を対象とした。運動習慣によ
り影響を除くために週に 1回以上の運動習慣が
ないことを採用基準とした。除外基準は、整形外
科的疾患及び神経学的疾患の現病歴、既往歴のあ
ることとした。
本研究を開始するにあたり、対象者には倫理的
配慮として研究の目的及び方法、個人情報の保護
に関して十分に説明し同意を得て実験を行った。
なお、本研究は川崎医療福祉大学倫理委員会の承
認後に実施した（承認番号：21─113）。

2─2　測定方法
片脚立位時の股関節、膝関節の作用の指標とし
ての骨盤と膝部の動揺幅を算出するために、三軸
加速度計（共和電業社製 AA─5TG）を用いて各部
の加速度を測定した。三軸加速度計は第二仙椎棘
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突起と支持脚の腓骨頭部に加速度センサーを貼付
し、サンプリング周波数 100 Hzで測定した。骨
盤および膝部の動揺幅は、三軸加速度計から得ら
れた前後、鉛直、左右方向の加速度値（m/s2）それ
ぞれを三平方の定理を用いて合成し、最大振幅を
算出した。この際 Root Mean Square（以下、
RMS）を用いた。RMSは信号波形の二乗平方根で
あり、加速度の RMSは加速度信号の平均振幅を
示すことから、本研究では骨盤と膝部の動揺を示
す指標とした。RMSは、値が大きいほど動揺が
大きいと判断した。さらに、重心動揺計（アニマ社
製グラビコーダ GP─7）を用い、サンプリング周波
数 20 Hzにて足圧中心動揺を測定した。足圧中心
動揺の指標として筋力や関節可動域など姿勢調節
にかかわる運動能力を反映する矩形面積（cm2）と
総軌跡長（cm）を検討項目として採用した。
実験条件は視覚的フィードバックによる能動的

制限条件と膝装具による外的制限条件の 2条件
とした。能動的制限条件では、膝部の動揺を視覚
的に捉え、片脚立位時において能動的に動揺を制
限するために、廣田ら 18）の先行研究で使用されて
いたものと同様の姿勢制御練習機を用いた。姿勢
制御練習機を支持脚膝部に装着し、片脚立位を保
持するように指示した。装着の際、下腿上部にベ
ルトを巻くことで本機が膝関節の動きを阻害しな
いように配慮した。姿勢制御練習機は任意の身体
部位に伸縮ベルトを巻き、マジックテープによっ
てレーザー照射部を貼付するように装着するもの
である。装着した身体部位からレーザーを壁面に
照射するため、照射部のわずかな向きの変化が
レーザーの照射先である壁面にて大きく反映し、
身体部位の動揺を視覚にてより詳細に捉えること
を可能とするものである。さらに能動的制限条件
では、2 m先の膝の高さに合わせた的にレーザー
の光を留めるように指示することで能動的に膝関
節を制限させることとした。レーザー照射部は膝
蓋骨の中央に位置するように調整した。的の大き
さは直径 10 cmの円とし、高さは対象者の膝部の
レーザー照射部から足底までの長さとバランス
パッド、重心動揺計の厚さの和とした。外的制限
条件では、装具の矯正力によって外的に膝部動揺
を制限するために膝装具として伸展位膝関節支持

帯（アルケア株式会社ニーブレース）を用いた。膝
装具は膝蓋骨が中心に位置するように装着し、膝
蓋骨に近いベルトから順番に締めることで固定し
た。片脚立位中の装具の緩みをできる限り発生さ
せないために座位で一度仮止めを行い、次に立位
姿勢で再度ベルトを締めることとした（図 1）。実
験中の膝関節角度について、能動的制限条件では
完全伸展位にならない角度で姿勢制御練習機から
のレーザー照射向きを設定し、実験中の膝関節角
度は規定しなかった。外的制限条件では膝関節伸
展位となるように膝装具にて固定した。
測定肢位はバランスパッド（Thera-band社製

スタビリティートレーナー、ソフトタイプ）上での
片脚立位とした。支持脚は難易度を上げるために
ボールを蹴る側である利き足とした。測定の際、
対象者には裸足になってもらい、上肢で身体重心
のバランスを保持することを防止するために両上
肢を胸の前で交差するように指示した。対象者は
健常者であるため、安定面であると容易に立位姿
勢保持が可能である。そのため、姿勢調節の難易
度を上げる目的で不安定面としてバランスパッド

A B

a

b

c
d

図 1　実験条件
A．姿勢制御練習機、B．膝装具（アルケア製ニーブレース）
a．プリズムレンズ、b．レーザー照射部、c．伸縮ベルト、
d．電池ボックス

レーザー照射部から上方へ照射されたレーザーをプリズム
レンズで屈折させることで前方の壁面へとレーザーを照射
する。
プリズムレンズは膝蓋骨の中央へ位置させる。壁面に照射
されたレーザー点を視覚にて捉えることで膝部の位置、動
揺を把握可能となる。
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を用いた。足部の位置は、足部長軸が壁面に対し
て直角に規定した。片脚立位時の足圧中心動揺を
測定するためにバランスパッドの下に重心動揺計
を設置した（図 2）。片脚立位保持時間は 40秒間
とし、開始 10秒後から骨盤部、膝部の動揺、足
圧中心動揺の測定を開始し、30秒間測定した。そ
の後の測定終了の合図によって対象者は非支持足
を床面に接地させた。バランスを崩し非支持足が
床に触れた場合は一度測定を中止し、休憩の後に
姿勢を整えてから再度測定を行った。実験条件の
測定順序は無作為とするためにくじにて決定し

た。片脚立位の学習効果を除くために 2条件間の
測定間隔は 1週間以上とした。対象者には、測定
日前日から飲酒、過度な運動は控え、23時までに
就寝するように指示した。

2─3　統計学的解析
正規性の確認のために Shapiro-Wilk検定を

行った。その結果、矩形面積と膝関節動揺では正
規性が認められたため paired t-testを用い、総軌
跡長と骨盤動揺では正規性が認められなかったた
めWilcoxonの符号付き順位検定を用いて 2条件
間を比較した。危険率は 5％をもって有意とした。
なお、解析ソフトウェアは IBM SPSS Statistic 

24（IBM社製）を使用した。

3.　結果
表 1─1に骨盤部動揺、膝部動揺、表 1─2に足

圧中心動揺の結果を示す。
加速度計による骨盤部、膝部動揺はどちらも有
意な差は認められなかった（骨盤部：p＝ 0.496、
膝部：p＝ 0.800）。足圧中心動揺の指標である矩
形面積では、能動的制限条件が外的制限条件より
も有意に高値を示した（p＜ 0.05）が、総軌跡長で
は有意な差は認められなかった（p＝ 0.733）。

4.　考察
本研究では、膝部の動揺を視覚的フィードバッ
クによる能動的に制限することと膝装具によって
外的に制限することという 2つの制限方法の違

 表 1─1　骨盤部および膝部動揺（RMS） n＝ 15

能動的制限条件 外的制限条件 p value Effect size（d） Power

骨盤部 111.0（82.4－ 219.8） 107.6（72.6－ 147.6） 0.496 0.444 0.496

膝部 132.9± 37.0 127.7± 61.3 0.8 0.097 0.099

mean ± SD、中央値（四分位範囲）
paired t-test、Wilcoxon signed-rank test
RMS: root mean square

 表 1─2　足圧中心動揺（矩形面積、総軌跡長） n＝ 15

能動的制限条件 外的制限条件 p value Effect size（d） Power

矩形面積（cm2） 17.5± 6.4 12.7± 3.4 ＜ 0.01 0.865 0.938

総軌跡長（cm） 122.2（108.8－ 139.1） 118.1（113.2－ 124.2） 0.733 0.061 0.078

mean ± SD、中央値（四分位範囲）
paired t-test、Wilcoxon signed-rank test
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図 2　実験風景および実験機器（能動的制限条件）
a．加速度計（骨盤部、膝部）、b．姿勢制御練習機、c．バ
ランスパッド、d．重心動揺計、e．的（直径 10 cm）
膝蓋骨中央からレーザーが照射されるように設置した姿勢
制御練習機から 2 m前方の壁面に貼付された的内にレー
ザー点を留めるように指示することで、膝部の動揺を能動
的に制限する。その際の骨盤部、膝部の加速度と足圧中心
動揺を測定する。
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いが片脚立位における足圧中心動揺と下肢関節の
作用に及ぼす影響について検討した。本研究結果
より、足関節作用の指標である足圧中心動揺の矩
形面積は、能動的制限条件が外的制限条件と比較
して有意に高値を示したが、総軌跡長および股関
節作用の指標である骨盤部動揺、膝関節作用の指
標である膝部動揺では有意差は認められなかっ
た。
骨盤部および膝部動揺において有意差が認めら

れなかったことから、レーザーの光を的に当てる
ように意識させる視覚的フィードバックによって
能動的に膝部動揺を制限することは、膝装具を用
いて膝関節を固定することと同等程度の膝部の動
揺となることが示唆された。下肢における運動連
鎖には、骨盤から遠位へと下行性に波及するもの
と、足部から近位へと上行性に波及するものの
2つの運動連鎖がある 24）。我々は先行研究 22）に
て、何も装着していないコントロール条件と比較
することで、本研究の能動的制限条件と同様の条
件下での片脚立位保持中に起きている下肢関節の
作用について検討した。その結果、能動的制限条
件ではコントロール条件と比較して骨盤部動揺が
有意に増加することを報告している。このことは、
視覚的フィードバックにより能動的に膝部の動揺
を制限してしまうと上行性の運動連鎖が膝部で断
たれることによって片脚立位を保持しきれないた
めに足関節による作用に加えて股関節での対応、
いわゆる股関節戦略を併用せざるを得ない状況と
なることを示唆していると考える。立位姿勢制御
における膝関節作用の重要性を考慮すると 15─17）、
膝関節での姿勢制御が能動的および外的に阻害さ
れていることが推測される。つまり、膝関節の屈
曲伸展によってレーザー照射先は大きく上下に移
動するため、的内に留めるように指示されている
能動的制限では、立位姿勢制御に必要な膝関節の
屈曲伸展運動が装具による外的制限と同様に阻害
されている。したがって本研究における能動的制
限条件では、外的制限条件と同等程度の膝部動揺
を示したことから、骨盤部動揺においても 2条件
間における有意差が認められなかった、すなわち
同程度に動揺していたと考える。
骨盤部、膝部の動揺に有意差が認められなかっ

たにもかかわらず、足圧中心動揺の矩形面積に有
意差が認められた。Lianら 25）は、随意的な重心
移動は股関節よりも足関節の動きと関係が強いこ
とを報告している。このことから、骨盤部、膝部
の動揺に差がなくとも足関節の作用の差によって
足圧中心動揺に有意差が認められたことが考えら
れる。井平ら 26）は、難易度の異なる片脚立位時に
おいて、身体動揺としての加速度変化と二重課題
法で注意需要を測定する手段として、ある課題試
行中に二次課題を挿入し、それに対する反応時間
を求めるプローブ反応時間（Probe Reaction 

Time：PRT）の関係を検討した。二重課題は主課
題と二次課題の二つの課題から構成されており、
姿勢制御の難易度が高くなることで姿勢制御に配
分される注意が増大した結果、二次課題である
PRT 課題への注意が相対的に減少したと報告さ
れている。また、静止立位における重心動揺は伸
張反射などといった意識を介さない自動的な制御
で行われる要素が強いとされている 27）。本研究に
おける外的制限条件は、片脚立位を保持する単一
課題であるのに加えて、装具の矯正力による制限
に任せることで膝部の制御を行わなくても良いと
いう条件であるため、自動的な制御の要素が強い
と考えられる。それに対し、能動的制限条件はレー
ザーの光を 2 m先の的である円内に留めるとい
う課題に加えて片脚立位を保持するという二重課
題である。二重課題は複数の課題を同時に処理・
実行する必要があるため、単一課題である外的制
限条件より難易度が高くなったと考えられる。さ
らに、COMの動揺に対して、COPは COMに先
行してより大きく動き、COPから生じる床反力に
よって COMを支持基底面内に留めておくように
制御する 28）。能動的制限条件では二重課題である
ためにその反応が遅れたことで矩形面積が大きく
なったと考えられる。これらのことから、能動的
制限条件にて矩形面積が有意に高値を示したと考
えられる。
一方で、総軌跡長には有意な差が認められな
かった。加齢により、感覚神経伝導速度の低下や
シナプス伝達時間の遅延、感覚受容器の減少、形
態変化による感覚性の低下が下肢で顕著となる。
触覚や振動覚閾値は上昇し、高齢者の足趾の振動
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覚閾値は 3倍に、二点識別覚は 15倍にまで上昇
する。そのことに加え、関節の硬化や立位でのバ
ランス保持能力と関連の強い背屈筋力や底屈筋力
が加齢により低下する。そのため、高齢者は外乱
刺激に対する応答性の低下により容易に転倒しや
すい傾向があるとされる 29）。しかしながら本研究
の対象者は健常な若年成人であったため、片脚立
位姿勢が崩れ、膝部で運動連鎖が断たれたとして
も足関節戦略と股関節戦略を併用することで姿勢
制御を行うことが可能であったと考えられる。坂
口ら 30）は、加齢によって総軌跡長は延長すると報
告している。さらに梅野ら 31）は、画面上に表示し
た足圧中心を目標の位置まで移動させる時間の加
齢による影響について検討している。その結果、
加齢によって目標位置まで足圧中心を移動させる
時間が有意に延長すると報告している。これらの
ことから若年成人では安定した片脚立位では総軌
跡長は少なく、不安定になったとしても素早く効
率よく足圧中心を目的位置まで移動させることが
可能であることが示唆される。したがって、COM

が支持基底面の辺縁近くまで移動して矩形面積が
増大したとしても、足関節の素早い反応で支持基
底面中央付近まで戻すことが可能であったため、
総軌跡長には有意差が認められなかったと考え
る。
本研究の限界として、三軸加速度計を用いて骨

盤部と膝部動揺の最大振幅を算出していることが
挙げられる。そのことにより、考察で述べた COM

と COPの関係については推測の域を出ないもの
となっている。さらに、本研究の対象者は健常成
人女性であったため、難易度の高い膝部の能動的
制限下での片脚立位保持という課題が遂行可能で
あったと推測される。加えて、高齢者は筋力低下
や関節変形、疼痛などの要因を持っていることが
考えられるため、本研究結果を高齢者にそのまま
適応するのは困難であると考える。高齢者を対象
として、膝関節の能動的制限が片脚立位に及ぼす
影響や片脚立位に代わるより安全な運動方法につ
いて検討することが今後に残された課題である。

5.　結論
本研究の結果、視覚的フィードバックを用いた

膝部の能動的制限は、膝装具を用いた外的制限と
同様に膝部の動揺を制御し得るが、片脚立位中に
おける足圧中心動揺幅は拡大したことから、膝部
の能動的制限下での片脚立位保持運動では、代償
的に足関節戦略を強く用いる可能性が示唆され
た。転じて、この運動によって立位姿勢制御にお
ける足関節の反応は強化され得ると考える。

6.　利益相反
本研究において開示すべき利益相反に該当する
事項はない。
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Abstract : 
Purpose: This study aimed to examine the effects of active restraint with visual feedback 

and external restraint with an orthosis on the center of pressure sway and the lower 

extremity joint action during single-leg standing.

Methods: The subjects were 15 young, healthy adult women. The measurement task 

consisted of single-leg standing for 30 seconds on a balance pad. A stabilometer was used 

to measure the center of pressure sway as an index of ankle joint action. Moreover, a 

triaxial accelerometer was used to measure the pelvic and knee sways as indices of the 

hip and knee joint actions, respectively. We set up two experimental conditions: （1） the 

active restriction condition, in which knee movement was restricted by directing the laser 

beam from the knee to stay within a circle attached to the wall, and （2） the external 

restriction condition, in which knee movement was restricted by a knee brace.

Results: No significant difference was observed in the total trajectory length or pelvic 

and knee sways. Only the rectangular area under the active restriction condition showed 

a significantly higher value than that under the external restriction condition （p＜0.05）.
Conclusion: It was suggested that single-leg standing exercises with active knee 

restraint might activate the ankle joint strategy.

【Key words】single-leg standing, center of pressure sway, lower extremity joint action
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1．はじめに
理学療法を構成する技術には、運動療法をはじ

め物理療法、日常生活活動の練習、補装具療法な
どがあり 1）、治療やリハビリテーションのために
装具を用いることを装具療法という 2）。脳卒中治
療ガイドライン 2021では、「脳卒中後片麻痺で膝
伸展筋筋力もしくは股関節周囲筋筋力が十分でな
い患者に対して、歩行機能を訓練するために長下
肢装具を使用することは妥当である」「脳卒中後片
麻痺で内反尖足がある患者に対して、歩行機能を
改善させるために短下肢装具（ankle-foot ortho-

sis：以下、AFO）を使用することは妥当である」と

し 3）、長下肢装具、AFOともに推奨している。さ
らに、その他のガイドラインでも下肢装具は推奨
されており 4─6）、装具療法は重要な理学療法技術
の一つとなる。理学療法士の下肢装具の利用頻度
を見ると、理学療法士を対象とした有効回答
13,005名の調査では、週に 1回以上下肢装具を活
用している割合は 56.3％と報告され、「回復期リ
ハ病棟」や「訪問」「老健（入所）」では 7割前後とな
る 7）。しかし、重要性と利用頻度が高い一方で、
3,936施設の代表者から有効回答を得られた調査
では、装具に関する卒前教育について知識では
66.1％、技術では 71.8％が「やや不十分」「不十

◎原著

理学療法科学生における義肢装具学講義・実習実施前後の
下肢装具に対する自己効力感の比較

Comparison of self-effi cacy regarding lower extremity orthotics in physical therapy students before and 

after the implementation of prosthetics and orthotics lecture

宮原拓也 1，高島恵 2

要 旨
本研究では義肢装具学講義の効果判定及び改善点の検討を目的に、講義・実習実施前後にお
ける学生の下肢装具に対する自己効力感を調査した。対象は 3年制養成校 2年生 38名とし、
義肢装具学講義前、講義後に webアンケートを実施した。講義前調査では年齢、性別、下肢
装具に関する自己効力感を調査した。義肢装具学には実技の回があり、下肢装具の使用・調
節の動画を事前に閲覧し、授業時間に下肢装具の選定、使用、調節の実技を実施した。講義
後調査では講義前調査の項目に動画の閲覧有無、下肢装具の体験有無を追加した。その結果、
講義前後の比較では全項目で有意に自己効力感は向上した。しかし、項目間の比較の結果、
選定の工程や足継手角度の決定などが課題として抽出された。義肢装具学の一定の効果が示
されたが、項目間の差が課題となった。

【キーワード】学生、下肢装具、自己効力感、義肢装具学
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分」と回答し 8）、理学療法士養成施設 161課程か
ら回答を得られた調査でも、68.9％が卒前教育に
おいて装具に関する講義が充足していないと回答
している 9）。重要性と利用頻度に反して下肢装具
に関する教育が十分とは言えない可能性がある。
理学療法教育は学内教育と臨床実習がある。理

学療法学科最終学年の学生を対象とした下肢装具
に関する自己効力感（self-efficacy：以下 SE）の
調査では、臨床実習で体験した項目の方が SEは
高値を示したと報告しており 10）、臨床実習での経
験が有効な可能性がある。しかし、多くの理学療
法士が装具に関わる一方で、日常業務で下肢装具
に対して「ほとんど関わらない」と回答した理学療
法士が 26.9％存在し 7）、施設備品の具備状況に関
してもプラスチック AFO（継手なし）で 57.4％、
両側支柱付 AFOや長下肢装具では 35％前後に
止まる 8）。さらに養成校においても臨床実習で義
肢装具の経験を求めていないと回答した割合が
15.5％存在し 9）、実習指導者や実習施設の環境、
養成校の方針によって臨床実習で下肢装具を体験
できていない可能性がある。実際に、学生を対象
とした臨床実習時の装具療法の見学・体験状況の
調査では膝継手使用の体験は 22.9％、足継手調整
の体験は 12.7％、下肢装具を用いた練習の体験は
58.5％と報告されている 11）。さらに、理学療法士
を対象とした臨床実習に関する調査では、学生に
装具療法の体験を実施していないと回答した割合
は 55.2％となり 12）、全員が経験できているとは
言い難い。このような状況を踏まえると学内教育
の義肢装具学は全学生が下肢装具について学習す
る重要な機会であり、内容を担保する上で効果判
定が必要と考える。
理学療法教育モデル・コア・カリキュラム 13）

では、「理学療法専門科目」に「義肢装具・福祉用
具」を配置し、学修目標に「義肢装具のアライメン
ト調整ができる」などを設定している。また、「臨
床実習」に「理学療法治療技術」を配置し、学修目標
に「長・短下肢装具の適合性の確認」「長・短下肢
装具の調整」などを設定している。学修目標をふま
えると、知識のみではなく実技も含んでおり、科
目の効果判定においては知識面にとどまらない方
法が望ましいと考える。SEは「いま、そのことが

自分にできるかどうか」という具体的な行為の遂
行可能性の予測であり、行動に直結した概念とさ
れる 14）。また、SEは最終的な達成レベルにも影
響するとされ 15）、下肢装具に関する SEは知識に
とどまらない指標の一つと考える。
以上より、知識の確認にとどまらない義肢装具
学の効果判定が必要と考えられるが、そのような
報告は筆者が渉猟した限り見当たらない。そこで、
本研究では義肢装具学実施前後の下肢装具に関す
る SEを調査し、義肢装具学の効果判定ならびに
改善点の検討を研究目的とした。

2．対象および方法
対象は 3年制養成校理学療法学科 2年生 38名

とした。調査は義肢装具学講義前と義肢装具学講
義後に実施した。講義前調査、講義後調査ともに
googleフォームを用いた集合調査法とした。講義
前調査の際に 1から 38の番号を対象に無作為に
配布し、講義前調査、講義後調査の際に付与した
番号を回答してもらった。それにより、講義前調
査と講義後調査の回答者の同定を番号のみで行っ
た。また、番号と回答者の識別が可能となる対応
表は作成しなかった。
講義前調査では、年齢、性別、下肢装具に関す
る SEを調査した（表 1）。SEの調査項目は、「診
療参加型臨床実習において実習生が可能な基本技
術の水準」16）を参考に、「選定」「使用」「調節」の工
程に分けた。さらに各工程に含む装具の種類は、
脳卒中片麻痺に処方されている AFOに関する全
国調査 17）、脳卒中発症後に初回に処方される
AFOの全国調査 18）、日本理学療法士協会会員を
対象とした日常的に関わっている下肢装具の調
査 7）で上位のものとした。継手は、学生を対象と
した臨床実習における下肢装具の見学・体験の調
査 11）にて複数名が体験した継手とした。用語の定
義について、「選定」を「複数の装具や継手から適切
なものを選択すること」、「使用」を「対象者に装具
を装着すること」、「調節」を「継手を操作して任意
の設定に変更すること」と定義し、googleフォー
ム内では用語の理解を確認後に回答に移るよう設
定した。SEの回答方法は、「患者様・利用者様に
対してある程度の助言指導のもと実施できる自
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信」と SEを定義し、成書 19）を参考に「まったくで
きないと思う」を 0点、「確実にできると思う」を
10点として、等間隔に並んだ 0から 10の目盛り
を選択する方法とした（図 1）。用語の定義と同様
に SEの定義ならびに回答方法の理解を確認後に
回答に移るよう設定した。各 SEの回答の際には、
物品の誤想起を避けるために「動作観察から適切
な足継手角度の決定」以外の項目で物品の画像を
掲載した。
義肢装具学の内容は全 23回で 1回から 14回
が義肢分野、15回から 23回が装具分野となる（表
2）。装具分野では第 18回が実技となり、それ以
外は座学となる。実技では、事前実施事項として
使用・調節に関する動画の閲覧（約 1分から 5分
30秒の動画 10種）を設けた（表 1）。実技当日は、
学生を 3つのグループに分け、3つの課題を各 30

分で順番に実施した。実施事項の 1つ目は、症例
動画を用いた装具の種類の選択、継手の選択、足
継手角度の決定とし、2つ目は、両側支柱付 AFO

の使用とダブルクレンザック足継手の調節、3つ
目は、長下肢装具、シューホーン、オルトップ
AFO、ゲイトソリューションデザイン（GAITSO-

LUTION Design：以下、GSD）、継手付プラス
チック AFOの使用、ダイヤルロック式膝継手、ゲ
イトソリューション（GAITSOLUTION：以下、
GS）の調節とした。課題設定について、複数の全
国規模の調査 7，17，18）から、両側支柱付 AFOの使用
頻度が高く、調節も含め全学生が講義中に体験で
きるように考え設定した。なお、対象とした養成
校では、義肢装具学は本科目のみとなり、教科書
は羊土社発行の「PT・OTビジュアルテキスト義
肢・装具学」を用いた。講義内容や講義で用いた装
具は教科書に準じて選定した。ただし、装具の種
類については、各種調査結果 7，17，18）も参考にした。
講義内容の作成は専任教員 1名が行い、作成後、
シラバス、学習目標などを用いて学科内の会議に
て検討した。
実施後調査では、講義前調査の項目に加えて、

表 1　調査内容
講義前調査 講義後調査 項目

○ ○ 年齢
○ ○ 性別

○ 実技の回の出欠

○ ○ 下肢装具に関する自己効力感

選定
適切な装具の種類の選定
適切な膝継手の種類の選定
適切な足継手の種類の選定

使用

長下肢装具
シューホーン
オルトップ AFO
両側支柱付 AFO
ゲイトソリューションデザイン
継手付プラスチック AFO

調節

動作観察から適切な足継手の角度の決定
ダイヤルロック式膝継手
ダブルクレンザック足継手
ゲイトソリューション

○ 動画の閲覧状況

使用

長下肢装具
シューホーン
オルトップ AFO
両側支柱付 AFO
ゲイトソリューションデザイン
継手付プラスチック AFO
リングロック式膝継手

調節
ダイヤルロック式膝継手
ダブルクレンザック足継手
ゲイトソリューション

○ 講義内または自主学習での体験 下肢装具の自己効力感と同様の項目

AFO：ankle-foot orthosis（短下肢装具）
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実技の回の出欠、事前学習動画の閲覧状況（10種）
と講義内または自主学習での各項目の体験の有無
を追加した（表 1）。
解析では、実技の回を欠席した 1名を除外した

37名を対象とした。はじめに単純集計を実施し、
その後、講義前後の SEの比較を実施した。次に
選定、使用、調節の 3つの工程間の SEの比較を
実施した。SEは講義前の SE、講義後の SE、SE

利得（講義後 SEと講義前 SEの差：以下、利得）
を用いた。最後に各工程の細項目の SEの比較を

実施した。細項目間の比較においても各工程の比
較と同様に講義前 SE、講義後 SE、利得を用いた。
統計手法について、講義前後の SEの比較では、
Wilcoxonの符合付順位検定を用い、各工程間の比
較、各工程細項目間の比較では、正規性に基づき
一元配置分散分析または Kruskal-Wallis検定を
行い、その後多重比較を実施した。なお、統計ソ
フトは R4.0.2（CRAN）を用いた。
本研究は上尾中央医療専門学校倫理委員会の承
認を得て実施した（受付番号：21─0003）。また、
対象者には事前に書面と口頭で説明を行い、書面
での同意を得て実施した。

3．結果
年齢は講義前調査時で 19± 0歳、性別は男性

18名、女性 20名であった。講義前と講義後の SE

の比較ではWilcoxonの符合付順位検定の結果、
全項目で有意差を示し、いずれも講義後 SEにて
高値を示した（表 3）。次に工程間の比較では、講
義前調査、講義後調査では、Kruskal-Wallis検定
にて有意差を示し、多重比較の結果、選定と調節
が使用よりも有意に低値を示した（表 4）。利得で

表 2　義肢装具学講義内容
回数 内容

1～ 14 義肢分野
15 装具学総論
16 下肢装具の構成部品
17 脳卒中片麻痺の装具
18 脳卒中片麻痺の装具（実技）
19 対麻痺に対する装具・脊柱側弯症の装具
20 頚椎疾患装具・胸腰椎疾患装具
21 整形外科的装具・靴型装具・小児疾患の装具
22 末梢神経障害の装具・関節リウマチの装具・支給制度
23 装具形成的評価

シューホーンの使用＊

まったく
できないと思う

確実に
できると思う

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

図 1　自己効力感の回答方法の一例
質問項目を上部に掲載。Googleフォーム内で確認した自己効力感の定義に従い、「まった
くできないと思う」を 0点、「確実にできると思う」を 10点とし、等間隔に並んだ 0から
10の目盛りを択一する方法とした。
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も Kruskal-Wallis検定にて有意差を示し、多重比
較の結果、選定が使用よりも低値を示した（表 4）。
各工程における細項目間の比較において、選定細
項目間の比較では講義前調査、講義後調査、利得
の全てで有意差はみられなかった（表 4）。使用細
項目間の比較では、講義前調査、講義後調査にお
いて Kruskal-Wallis検定にて有意差を示し、多重

比較の結果、GSDがシューホーンよりも低値を示
した（表 4）。しかし、利得では有意差は見られな
かった（表 4）。調節細項目間の比較では、講義前
調査では有意差はみられなかったが、講義後調査
と利得において一元配置分散分析にて有意差を示
し、多重比較の結果、足継手角度の決定がダブル
クレンザック足継手の調節よりも低値を示した

表 3　講義前調査と講義後調査の自己効力感の比較
講義前 講義後

平均±標準偏差 中央値 平均±標準偏差 中央値 有意差

選定
装具の種類 1.0± 1.1 1.0 6.1± 1.8 7.0 ＊
膝継手の種類 0.5± 0.9 0.0 6.2± 2.1 6.0 ＊
足継手の種類 0.7± 1.2 0.0 6.2± 2.2 6.0 ＊

使用

長下肢装具 1.4± 1.4 1.0 7.1± 1.6 7.0 ＊
シューホーン 2.2± 2.3 2.0 8.0± 1.6 8.0 ＊
オルトップ AFO 1.4± 1.6 1.0 7.7± 1.7 8.0 ＊
両側支柱付 AFO 0.9± 1.2 0.0 7.2± 1.7 7.0 ＊
GSD 0.8± 1.3 0.0 6.7± 1.8 7.0 ＊
継手付プラスチック AFO 1.3± 1.8 1.0 7.6± 1.7 8.0 ＊

調節

足継手角度の決定 0.7± 1.3 0.0 5.6± 1.9 6.0 ＊
ダイヤルロック式膝継手 0.8± 1.4 0.0 6.9± 2.0 7.0 ＊
ダブルクレンザック足継手 0.5± 1.1 0.0 7.3± 2.0 7.0 ＊
GS 0.4± 0.8 0.0 6.2± 2.1 6.0 ＊

AFO：ankle-foot orthosis（短下肢装具）、GSD：GAITSOLUTION Design、GS：GAITSOLUTION　　＊：p＜ 0.01

表 4　工程間・細項目間の自己効力感の比較
講義前調査 講義後調査 利得

平均± SD
（中央値） 多重比較 平均± SD

（中央値） 多重比較 平均± SD
（中央値） 多重比較

工
程
別

1．選定 0.8± 1.1（0.0）

‡
1─2＊

　 2─3＊＊

6.2± 2.0（6.0）

‡
1─2＊＊

　 2─3＊＊

5.4± 2.5（5.0）
† 1─2＊2．使用 1.3± 1.7（1.0） 7.4± 1.7（7.0） 6.0± 2.4（6.0）

3．調節 0.6± 1.2（0.0） 6.5± 2.1（6.0） 5.9± 2.3（6.0）

選
定

1．装具の種類 1.0± 1.1（1.0） 6.1± 1.8（7.0） 5.1± 2.4（5.0）
2．膝継手の種類 0.5± 0.9（0.0） －　－ 6.2± 2.1（6.0） －　－ 5.6± 2.5（5.0） －　－
3．足継手の種類 0.7± 1.2（0.0） 6.2± 2.2（6.0） 5.5± 2.6（5.0）

使
用

1．長下肢装具 1.4± 1.4（1.0）

† 2─5＊

7.1± 1.6（7.0）

† 2─5＊

5.7± 2.3（6.0）
2．シューホーン 2.2± 2.3（2.0） 8.0± 1.6（8.0） 5.8± 2.4（6.0）
3．オルトップ AFO 1.4± 1.6（1.0） 7.7± 1.7（8.0） 6.3± 2.4（6.0） －　－
4．両側支柱付 AFO 0.9± 1.2（0.0） 7.2± 1.7（7.0） 6.3± 2.3（6.0）
5．GSD 0.8± 1.3（0.0） 6.7± 1.8（7.0） 5.9± 2.4（6.0）
6．継手付プラスチック AFO 1.3± 1.8（1.0） 7.6± 1.7（8.0） 6.3± 2.5（7.0）

調
節

1．足継手角度の決定 0.7± 1.3（0.0） 5.6± 1.9（6.0）

§1─3＊＊

4.9± 1.9（5.0）

§1─3＊＊
2．ダイヤルロック式膝継手 0.8± 1.4（0.0）

－　－
6.9± 2.0（7.0） 6.1± 2.2（6.0）

3．ダブルクレンザック足継手 0.5± 1.1（0.0） 7.3± 2.0（7.0） 6.8± 2.2（7.0）
4．GS 0.4± 0.8（0.0） 6.2± 2.1（6.0） 5.7± 2.4（6.0）

AFO：ankle-foot orthosis（短下肢装具）、GSD：GAITSOLUTION Design、GS：GAITSOLUTION、SD：standard deviation（標準
偏差）
†：Kruskal-Wallis検定にて p＜ 0.05、‡：Kruskal-Wallis検定にて p＜ 0.01、§：一元配置分散分析にて p＜ 0.01
*：p＜ 0.05、**：p＜ 0.01
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（表 4）。最後に動画視聴、体験の有無について、体
験では GSDの使用と GSの調節において「あり」
が 5割台、その他の項目が 7割以上であった（表
5）。動画視聴においては、全項目で 9割を越えた
（表 5）。

4．考察
義肢装具学実施前後の SEの比較に加えて、工
程間ならび工程細項目間を比較し、効果判定なら
びに課題の抽出を実施した。その結果、全項目に
おいて講義後の SEは有意に上昇したが、工程間
の比較により SEの向上に差があることが分かっ
た。以下に、講義前 SEを基準と考え、講義後 SE

を最終到達度、利得を改善度と解釈し考察する。
講義前後の比較において（表 3）、講義前 SEを
みると、シューホーンの使用では、平均値、中央
値ともに 2を超えているが、その他の項目は平均
値で 0.4から 1.4、中央値で 0.0から 1.0であっ
た。対象は 2年生であったが、義肢装具学実施前
では、ある程度の助言指導のもとであっても、ほ
ぼ「まったくできない」と感じていることが分かっ
た。講義後 SEは全項目で有意に上昇し、平均値
で 5.6以上、中央値で 6.0以上へ向上し、義肢装
具学の一定の効果が確認できた。ただし、SEは
絶対的な能力を示す指標ではなく、今回の講義後

調査の結果から学生に十分な能力が培われたかは
明らかではない。また、講義後 SEに差がみられ、
項目間の差は課題となる。以下に工程間、工程細
項目間の比較を通して課題について言及する。
工程間の比較について（表 4）、講義前調査で使
用よりも選定と調節が有意に低値を示し、相対的
に難しい印象を抱いていることがわかる。さらに
講義後調査でも同様の結果であり、選定と調節は
使用に比べて到達度が低いと考えられる。さらに、
利得の結果でも選定は使用よりも低値を示した。
理学療法士を対象とした臨床実習に関する調査で
は 12）、学生に不足している知識・技術について、
装具の適応、装具使用時の介助方法、装具の調整
方法が上位 3つと報告している。今回の結果と合
わせると、臨床実習に至っても同様の傾向が継続
する可能性があり、選定と調節の工程を課題とし
て考える必要が伺える。そこで、より課題を明確
にするために選定と調節の細項目間の比較結果を
以下に確認する。
選定細項目間の比較では（表 4）、講義前調査、講
義後調査、利得の全てで項目間に有意な差は見ら
れず、焦点化すべき項目は抽出できなかった。し
かし、先述の工程間の比較では講義後調査、利得
ともに使用よりも有意に低値を示し、到達度も改
善度も低いと考えられる。そのため、選定の特定

表 5　動画視聴・体験有無の単純集計
体験有無 動画視聴有無

あり なし あり なし
度数（人）割合（%）度数（人）割合（%） 度数（人）割合（%）度数（人）割合（%）

選定
装具の種類 35 94.6 2 5.4 － － － －
膝継手の種類 32 86.5 5 13.5 － － － －
足継手の種類 32 86.5 5 13.5 － － － －

使用

長下肢装具 33 89.2 4 10.8 37 100.0 0 0.0

シューホーン 34 91.9 3 8.1 35 94.6 2 5.4

オルトップ AFO 32 86.5 5 13.5 35 94.6 2 5.4

両側支柱付 AFO 27 73.0 10 27.0 37 100.0 0 0.0

GSD 21 56.8 16 43.2 35 94.6 2 5.4

継手付プラスチック AFO 34 91.9 3 8.1 34 91.9 3 8.1

リングロック式膝継手 － － － － 35 94.6 2 5.4

調節

足継手角度の決定 26 70.3 11 29.7 － － － －
ダイヤルロック式膝継手 28 75.7 9 24.3 35 94.6 2 5.4

ダブルクレンザック足継手 33 89.2 4 10.8 35 94.6 2 5.4

GS 19 51.4 18 48.6 34 91.9 3 8.1

AFO：ankle-foot orthosis（短下肢装具）、GSD：GAITSOLUTION Design、GS：GAITSOLUTION



Journal of Assistive Technology in Physical Therapy　Vol.3　No.1　2023 37

の項目に課題を焦点化するよりも、選定全項目を
課題とすることが妥当と考える。選定が低値を示
した原因として、事前実施事項として動画がな
かったことが考えられる。加藤らは 20）、予習動画
を用いた反転授業と従来方式の自己学習による予
習の比較を行い、予習動画を用いた反転授業の方
が講義前確認テスト、1週間後の事後確認テスト
の結果が良好であったと報告した。この報告から
も予習動画の重要性が伺える。本調査では動画は
全ての項目で 9割以上が視聴しており（表 5）、閲
覧状況は良好であった。したがって、動画があれ
ば視聴していた可能性は高く、動画視聴がないこ
とで、他の項目と比べて学習時間や講義前の準備
状態に差が生じた可能性がある。
調節細項目間の比較において（表 4）、講義前調
査では、項目間に有意な差はなかった。講義後調
査と利得では、ダブルクレンザック足継手の調節
よりも足継手角度の決定が低値を示した。した
がって、改善度と到達度で低値を示した足継手角
度の決定は課題として考える必要がある。足継手
角度の決定が低値を示した原因も選定と同様に事
前実施事項として動画視聴がなかった点が挙げら
れる。さらに選定 3項目と足継手角度の決定は実
技の回の症例動画を用いた課題に含まれており、
症例動画の課題についても再考が必要と考える。
症例動画を用いた課題は全員が実施した課題だ
が、装具の種類の選定で 5.4％、膝継手・足継手
の種類の選定で 13.5％、足継手の角度の決定で
29.7％が体験なしと回答しており（表 5）、課題を
十分に進められなかった可能性がある。実技の回
では、教員 1名が 3グループを同時進行している
ため、適宜教員へ確認することが難しい場面も想
定される。したがって、実施前のオリエンテーショ
ンやワークシート内の設問を見直し、学生が自主
的に取り組めるような改善が必要と考える。もし
くは、補助講師の追加も手段の一つとして検討し
たい。
使用は工程間の比較では最も高値を示したが、

使用細項目間の比較を見ると、講義前調査と講義
後調査では、GSDがシューホーンよりも低値を示
し、利得では有意な差はなかった（表 4）。利得に
差がないため他の項目と同程度に向上したと考え

られるが、到達度に差が生じている点は課題とな
る。動画視聴では、GSDの使用と GSの調節は他
の項目と同様に 9割を超える一方で、体験では、
他の項目が 7割以上を示す中、GSDの使用と GS

の調節は 56.8％、51.4％ と低値を示している
（表 5）。最終学年の学生を対象とした下肢装具の
SEに関する報告では 10）、体験のなかった項目は
学内のみで体験した項目、臨床実習で体験した項
目よりも SEが低値を示したと報告している。今
回の結果を学内での体験の不足と考えると、本調
査でも体験機会の不足が原因の一つと考えられ
る。体験が不足した原因として、GSDの備品が
一つであったため、備品に対して十分な時間を確
保できなかったことが考えられる。今後、実施時
間の延長または備品の増加を検討していく必要が
ある。
本研究の限界として、SEは行動に直結した概

念で相対的な評価は可能である一方で、学生に必
要な能力が培われているかは判定が困難である点
がある。また、本調査では 1施設での検討であり、
各養成校にカリキュラムの特色があることを踏ま
えると、一般化には限界がある。

5．結論
義肢装具学には一定の効果が確認できたが、項
目間に差がみられた。特に選定の工程や足継手角
度の決定、GSDの使用が課題として挙げられた。
これらの原因として、事前実施事項としての動画
の不足や症例動画を用いた課題の内容、さらには
実技時間や備品の不足が考えられた。

6．利益相反
本研究において開示すべき利益相反はない。
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Abstract : 
This study aimed to investigate the self-efficacy of second-year students from a physical 

therapy vocational school regarding lower extremity orthoses before and after the 

implementation of the prosthetics and orthotics. We included 38 second-year students 

from a three-year physical therapy vocational school and collected information on their 

age, sex, and self-efficacy regarding lower extremity orthosis prior to the implementation 

of prosthetics and orthotics. The prosthetics and orthotics implementation included a 

video presentation on the use and adjustment of lower extremity orthoses, followed by a 

practical lecture on the selection, use, and adjustment of lower extremity orthoses. We 

again assessed the self-efficacy of the students after the implementation of prosthetics 

and orthotics and investigated whether they watched the videos and practiced lower 

extremity orthosis. As a result, self-efficacy after the implementation of prosthetics and 

orthotics improved significantly in all items compared to before the implementation. 

However, the results of comparisons between items indicated that the “process of selecting 

the lower extremity orthosis” and “determining the ankle joint angle” were issues. 

Therefore, although prosthetics and orthotics were effective, differences between items 

became an issue.

【Key words】students, lower extremity orthoses, self-efficacy, prosthetics and orthotics
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1．はじめに
装具は、四肢や体幹の機能障害の軽減を目的と

して使用する補助器具として、ヒトの疾患や障害
により運動機能の欠損や低下に対して、装着する
ことでその機能の代替、補助、異常の抑制をする
ためのメディカルデバイスである。装具療法は、
医療における保存療法の 1つとして位置付けら
れており 1）、リハビリテーション医学の進歩によ

り、飛躍的に発展し期待が高まってきている。ま
た、各種ガイドラインで推奨されているよう
に 2,3）、有用な理学療法技術の 1つであるため、今
後より一層に理学療法士は装具療法を理解し、実
践していかなければならない。
一方、臨床実習は、学内教育で学んだ基本的な
知識や技術について臨床経験を積み、医療専門職
としての態度を含めて向上させる場である 4）。ま

◎短報

理学療法学生の装具に関する知識や能力
─臨床実習経験による経時的変化─

Knowledge and competence in orthosis of physical therapy students:

Changes over time with clinical training experience

山本裕晃 1，善明雄太 2

要 旨
【目的】臨床実習を通じ、理学療法学生の装具に関する知識や能力の自己評価がどのように変
化したのかを明らかにし、卒前教育における装具学の学内および臨床の領域検討の一助とす
ることを目的とした。

【対象と方法】対象は、臨床実習を終了した 3年制専門学校理学療法学科の学生 20名とした。
集合調査にて、理学療法学生に必要とされる装具の知識・能力に関する 20項目について、
どの程度持っているかを質問紙によりリッカート尺度にて調査した。

【結果】理学療法学生が臨床実習を通して向上した項目は、「装具が必要かどうかを判断する
能力」、「装具の活用に関して他職種に説明する能力」であり、その他の多くの項目は減少す
る傾向を示した。

【結論】「装具が必要かどうかを判断する能力」、「装具の活用に関して他職種に説明する能力」
は、臨床教育を通して向上させることが適している可能性があることが確認された。また、
装具に関する知識や能力が向上しない内容が多々あることが確認され、臨床実習では装具の
経験が不十分である可能性がある。養成校は、臨床実習を通して経験が少ない内容に関して
は、学内教育の実技や演習などで積極的に取り入れる必要性が高いことが示唆された。

【キーワード】装具療法、臨床実習、理学療法学生

1　福岡天神医療リハビリ専門学校　理学療法学科／九州工業大学　大学院生命体工学研究科　生命体工学専攻
2　小倉リハビリテーション学院　理学療法学科
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た、臨床技能の獲得だけではなく、資質の醸成や
チーム医療内での役割の自覚といった側面も含ま
れ、理学療法士教育における臨床実習の位置付け
は重要である 5）。臨床実習で実際の患者に対する
評価や治療の経験は、態度や人間性を学び、責任
感や倫理観および職業観などを養い、それらが影
響し合いながら知識・技能・態度の 3領域を統
合・向上させる 6）。さらに、臨床実習を通して、
歩行動作の分析能力が向上することや情意領域の
教育効果があることが示されており 7,8）、臨床実習
は理学療法学生に与える効果が大きいことが推察
される。そのため、装具においても理学療法学生
は臨床実習を通して、より知識や能力を深めるこ
とが望まれる。
日本支援工学理学療法学会による日本理学療法

士協会会員を対象とした調査では、週に 1回以
上、下肢装具を活用している割合は 56.3％と半数
以上が活用しており、回復期リハビリテーション
病棟や訪問リハビリテーションでは 70％以上が
活用しているという高い結果となった 9）。また、
臨床実習における下肢装具の見学・体験の調
査 10）では、下肢装具を用いた練習の見学において
93.5％の理学療法学生が経験しており、装具に関
する内容が臨床実習中に実施されていることが推
察される。上述した通り、臨床実習が理学療法学
生に与える多種多様な影響を考慮すると、臨床実
習中の装具経験が理学療法学生の装具に関する知
識や能力に効果を及ぼす可能性がある。しかし、
その詳細については不明瞭である。
そこで本研究は、臨床実習の経験を通じ、自己

評価がどのように変化したかを明らかにし、その
詳細を把握することで卒前教育における学内およ
び臨床での装具学教育の領域検討の一助とするこ
とを目的とした。

2．対象および方法
対象は、臨床実習を終了した 3年制専門学校理

学療法学科の 3年生 20名（男性 12名、女性 8名、
平均年齢 22.5± 5.1歳）とした。対象とした理学
療法学生は、2年生前期の 4～ 8月に義肢装具学
の装具分野（30時間）を行い、その後 3年生前期の
4月に 3週間の評価実習を、5月に 8週間の総合

臨床実習Ⅰを、7月に 8週間の総合臨床実習Ⅱを
実施した。実習形態は、診療参加型と患者担当型
が混在しており、形態内容は各実習施設に一任し
た。調査は、4月の評価実習前と 9月の臨床実習
後の合計 2回行った。
本研究は、ヘルシンキ宣言に従って、事前に本
研究の主旨と内容を十分説明し、自由意志による
参加を確認し書面にて同意を得た後に調査を実施
した。また、理学療法学生には回答が成績評価に
影響しない旨を伝えた後に調査を実施した。なお、
本研究は福岡天神医療リハビリ専門学校の倫理審
査委員会の承認を得て研究を実施した（承認番号
2022─1）。
調査は、質問紙を用いた集合調査にて実施した。
質問紙の内容は、装具の目的・種類・部品・修理
などに関する知識、疾患や病態・機能解剖学・運
動学などに関する知識、歩行練習や介助方法など
に関する知識など「理学療法学生が持っている装
具に関する知識や能力」に関する 20項目であっ
た。質問項目は、日本支援工学理学療法学会の「福
祉用具・義肢・装具支援に関する啓発と実態調
査」11）を参考に選定し、作成した質問紙を使用し
た。回答について、理学療法学生に必要とされる
知識・能力をどの程度持っているかには 1点（ほ
とんど持っていない）、2点（あまり持っていな
い）、3点（ある程度持っている）、4点（大いに持っ
ている）の 1点刻みとし、全項目にリッカート尺
度を適応した。その際、回答内容については回答
者自身の意見としてもらうこととした。自由記述
による記載はなく、無記名式にて実施した。また、
質問紙についての問い合わせは装具学の講義担当
教員が受け付けた。
分析方法について、回答はベリファイ入力にて
集計し、割合を項目別に算出した。また、臨床実
習前より臨床実習後において、大いに持ってい
る・ある程度持っていると回答した割合が増加し
た項目を「臨床実習を通して理学療法学生の向上
した装具に関する知識や能力」とし、それぞれに該
当する項目について分析した。

3．結果
各項目について、リッカート尺度の結果を表 1
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に示す。また、3点（ある程度持っている）、4点
（大いに持っている）を合計した数値を理学療法学
生が持っている装具に関する知識や能力に関する
回答とした。臨床実習前後の持っている装具に関
する知識や能力を表 2に示す。多くの装具に関す
る知識や能力に関して、臨床実習を通して向上は
認められず、理学療法学生が臨床実習を通して向
上した装具に関する知識や能力に関する項目は、
「装具が必要かどうかを判断する能力」、「装具の活
用に関して他職種に説明する能力」であった。ま
た、「装具の装着方法に関する知識」が維持され、
その他の多くの項目は減少する傾向を示した。

4．考察
本研究では、理学療法学生が装具療法を実施す

る上で持っている装具に関する知識や能力が、臨
床実習を通してどのように変化するかを検討し
た。理学療法学生が持っている装具に関する知識
や能力で、臨床実習後に向上した項目は、「装具が
必要かどうかを判断する能力」、「装具の活用に関
して他職種に説明する能力」であり、その他の多く

の項目は減少する傾向を示した。
装具が必要であることが理解できたことについ
て、症例を模倣して装具の不必要を判断していた
学内教育とは異なり、臨床場面にて実際の症例の
評価や治療を経験する上で、装具の必要性の有無
が判断できるようになった可能性がある。臨床実
習における下肢装具の見学を調査した研究では、
下肢装具を用いた練習において 93.2％の理学療
法学生が見学できていた 10）。そのなかでも、起立
や歩行などの理学療法と関わりの深い基本動作練
習の見学頻度が高いことが示されている。そのた
め、本研究の結果より、装具が必要であることが
理解できたことに対して、臨床実習中に理学療法
士が関わる多くの基本動作の評価や治療を通し
て、臨床実習教育者が装具を装着または非装着に
て実施している場面を見学したことが要因である
ことが考えられる。そのような経験が、理学療法
学生のなかで装具の必要性について理解できるよ
うになった可能性がある。また、先行研究より装
具について臨床実習教育者が考える理学療法学生
が不足している知識や技術について、最も高い数

表 1　リッカート尺度による結果

質問項目 ほとんど
持っていない

あまり
持っていない

ある程度
持っている

大いに
持っている

1．装具活用の意義・目的についての知識 0 5 13 2

2．装具の種類と適応に関する知識 0 9 11 0

3．装具の部品の種類と適応に関する知識 1 10 9 0

4．装具の活用に関わる疾患や病態に関する知識 0 7 11 2

5．装具の活用に関わる機能解剖学の知識 1 11 7 1

6．装具の運動学に関する知識 1 9 10 0

7．装具の活用に関わる正常歩行の知識 0 6 11 3

8．装具の活用に関わる異常歩行の知識 0 6 12 2

9．装具の選択や部品の調整時における歩行を評価する能力 2 9 9 0

10．装具を活用した歩行練習や介助方法の技術 2 8 8 2

11．装具が必要かどうかを判断する能力 1 11 7 1

12．装具の劣化・破損に関する知識 2 13 5 0

13．装具活用による足部の創傷と対応に関する知識 2 8 10 0

14．装具の汚れや除菌など衛生管理に関する知識 2 9 8 1

15．装具の装着方法に関する知識 0 8 12 0

16．装具を生活関連動作に活用する知識 1 12 6 1

17．装具の活用に関して患者や家族に説明する能力 5 9 6 0

18．装具の活用に関して他職種に説明する能力 5 10 5 0

19．装具作製・修理に関する制度の知識 7 10 3 0

20．装具に関する相談先についての知識 6 9 5 0

単位：名
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値を示した内容は装具の適応であった 12）。このよ
うな背景があるため、臨床実習教育者が装具の適
応や必要性について理学療法学生に積極的に教授
したことが示唆される。次に、装具の活用に関し
て多職種に説明した内容について理解できたこと
ついて、近年の臨床実習形態が影響していること
が考えられる。理学療法士作業療法士養成施設指
導ガイドラインでは、臨床実習の方法について診
療参加型臨床実習が望ましいとしている 13）。学生
が診療チームの一員として実際の診療に参加する
という視点では、装具の活用に関して補助的な役
割として理学療法学生に機会を与えた可能性があ
る。また、現代では多職種連携実践（Interprofes-

sional Work：IPW）が求められており、医療人育
成教育機関においては、卒業までの教育課程で
IPWを円滑に行うための能力を学生に獲得させ、
涵養しなければならないとされている 14）。このよ
うに、多職種連携教育の重要性が示されており、
職種に求められる基本的な資質・能力として、
チーム医療や多職種との協働が明記されている。
日本理学療法士協会においても、理学療法学教育

モデル・コア・カリキュラムのなかで、基本的な
資質・能力としてチーム医療、多職種連携につい
て記載されている 15）。つまり、多方面より診療参
加型実習や多職種連携の重要性が示されている。
本研究の結果より、装具の活用に関して多職種に
説明した内容について理解できたことが向上した
要因は、臨床実習教育者が臨床実習場面にて理学
療法学生をチームの一員として多職種との関わり
を増やしている可能性があり、それは装具に関し
ても同様の傾向が生じていることが考えられる。
理学療法学生が、臨床実習を通して向上した装
具に関する知識や能力に影響を与えた要因を考察
した。「装具が必要かどうかを判断する能力」、「装
具の活用に関して他職種に説明する能力」につい
ては、実際の患者や家族、他の専門職種と接する
機会が多い臨床実習において、向上が期待できる
能力であることが確認された。そのため、この領
域の卒前教育に関しては、学内教育ではなく臨床
教育にて能力を促通する方が適している可能性が
ある。しかし、これら以外の多くの項目は臨床実
習を通して装具に関する知識や能力が向上しない

表 2　臨床実習前後の理学療法学生の回答

質問項目
臨床実習前 臨床実習後

人数 割合 人数 割合
1．装具活用の意義・目的についての知識 15 （75%） 12 （60%）
2．装具の種類と適応に関する知識 11 （55%） 6 （30%）
3．装具の部品の種類と適応に関する知識 9 （45%） 3 （15%）
4．装具の活用に関わる疾患や病態に関する知識 13 （65%） 9 （45%）
5．装具の活用に関わる機能解剖学の知識 8 （40%） 7 （35%）
6．装具の運動学に関する知識 10 （50%） 6 （30%）
7．装具の活用に関わる正常歩行の知識 14 （70%） 10 （50%）
8．装具の活用に関わる異常歩行の知識 14 （70%） 11 （55%）
9．装具の選択や部品の調整時における歩行を評価する能力 9 （45%） 5 （25%）
10．装具を活用した歩行練習や介助方法の技術 10 （50%） 6 （30%）
11．装具が必要かどうかを判断する能力 8 （40%） 9 （45%）
12．装具の劣化・破損に関する知識 5 （25%） 2 （10%）
13．装具活用による足部の創傷と対応に関する知識 10 （50%） 4 （20%）
14．装具の汚れや除菌など衛生管理に関する知識 9 （45%） 8 （40%）
15．装具の装着方法に関する知識 12 （60%） 12 （60%）
16．装具を生活関連動作に活用する知識 7 （35%） 4 （20%）
17．装具の活用に関して患者や家族に説明する能力 6 （30%） 4 （20%）
18．装具の活用に関して他職種に説明する能力 5 （25%） 6 （30%）
19．装具作製・修理に関する制度の知識 3 （15%） 2 （10%）
20．装具に関する相談先についての知識 5 （25%） 4 （20%）

「ある程度持っている」「大いに持っている」の合計
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結果となった。その要因は、臨床実習での装具と
の関わりが少ないことが考えられる。臨床実習に
おける装具との関わりについて、義肢装具は脳神
経検査に次いで未経験率が高かったことが報告さ
れている 16）。また、理学療法士協会会員への調査
では、急性期では 19.2％であったことに対して、
回復期では 53.4％と報告されており、病期による
差が生じていた。そのため、理学療法学生の装具
に関する知識や能力を向上させるために臨床実習
中に装具経験を与えるためには、養成校は理学療
法学生を配置する上で、病期別の臨床実習施設の
種類を配慮することや、臨床施設側への装具療法
に関わる内容を具体化し依頼する必要性が高いこ
とが示唆される。結果、理学療法学生が臨床実習
を通して、装具に関する見学や体験などの多くの
経験を得ることが期待される。また、多くの項目
において装具に関する知識や能力が減少する傾向
を示したことについて、理学療法学生の臨床実習
の経験による成長が影響していることが考えられ
る。臨床実習は、医療専門職としての態度を含め
て向上させる場であり 4）、臨床技能の獲得、資質
の醸成やチーム医療内での役割の自覚が育まれ
る。実際の患者に対する評価や治療の経験は、態
度や人間性を学び、責任感や倫理観および職業観
などを養い、それらが影響し合いながら知識・技
能・態度の 3領域を統合・向上させる 6）とされて
いる。そのため、これらの成長が理学療法学生の
装具に対する考えにも影響を及ぼした可能性があ
る。つまり、臨床実習前と比較して臨床実習後の
質問紙による回答において、自身の持っている装
具に関する知識や能力を俯瞰して見ることがで
き、自身の知識や能力を受け入れることが可能と
なったことが結果として減少する傾向を示した要
因であることが考えられる。
本研究の限界は、単一の養成校の理学療法学生

を対象としたため人数が少なく、一般化できない
点である。そのため、対象者を増やすことで統計
学的な有意差を示すことが重要であると考えられ
る。また、質問紙の回答は理学療法学生の主観に
よる内容であること、同一教員の学内授業から多
くの臨床実習教育者が関与する臨床実習後の調査
であるために臨床実習内容や環境によって差異が

生じるところが限界である。さらに、臨床実習施
設の種類や具体的な実習内容については調査でき
ておらず、言及できていない。今後は、複数の養
成校を対象に理学療法学生を増やし、臨床実習施
設の種類別や実習内容において比較検討すること
で、臨床実習が理学療法学生の装具に関する知識
や能力に与える影響を多角的に捉えることが望ま
れる。

5．結論
本研究は、臨床実習を通して理学療法学生の装
具に関する知識や能力に与える要因を検討した。
結果、臨床実習にて向上する項目は、「装具が必要
かどうかを判断する能力」、「装具の活用に関して
他職種に説明する能力」のみであり、これらは臨床
教育を通して向上させることが適している可能性
があることが確認された。しかし、その他の多く
の項目は減少する傾向を示し、装具に関する知識
や能力が向上しない内容が多々あることが確認さ
れ、臨床実習では装具の経験が不十分である可能
性がある。そのため、臨床実習を通して経験が少
ない内容に関しては、学内教育の実技や演習など
で積極的に取り入れる必要性が高いことが示唆さ
れた。本研究は、単一の養成校の理学療法学生を
対象としたことや臨床実習施設の種類に関しては
着目していない点が限界である。今後は、複数の
養成校を対象にすること、臨床実習施設の種類や
患者の属性において比較検討することで、臨床実
習の装具の現状を多角的に捉えることが課題であ
る。
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Abstract : 
Purpose : The study revealed how the self-evaluation of physical therapy students' 

knowledge and competence in orthotics changed throughout their clinical practice. The 

purpose of this study was to help examine the academic and clinical areas of orthotics in 

pre-graduate education. 

Participants and Methods : The subjects were 20 physical therapy students at a 3-year 

technical college who had completed their clinical training. In a group survey, the degree 

to which the students possessed the 20 items related to knowledge and ability of orthosis 

required for physical therapists was investigated by a questionnaire on a Likert scale. 

Results : The items that physical therapy students improved on through clinical training 

were "ability to determine if an orthosis device is necessary" and "ability to explain to 

other professionals regarding the use of an orthosis device. Many other items showed a 

decreasing trend. 

Conclusion : It was confirmed that "the ability to judge whether an orthotic device is 

necessary" and "the ability to explain the use of an orthotic device to other professionals" 

may be suitable to be improved through clinical education. It was confirmed that there 

are many contents that do not improve orthosis knowledge and orthosis ability. Therefore, 

it is possible that clinical training does not provide sufficient experience with orthosis. It 

was suggested that training schools need to actively incorporate content that is not well 

experienced through clinical training in on-campus education, such as practical skills and 

exercises.

【Key words】Orthosis therapy, Clinical training, Physiotherapy student
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1.　はじめに
本国における糖尿病が強く疑われる者は約

1,200万人、糖尿病の可能性が否定できない者も
約 1,000万人と推計されている 1）。糖尿病は進行
に伴う合併症があり、そのなかでも糖尿病性神経
障害（diabetic neuropathy：以下、DN）は最も多
い併発症である 2）。神経障害が重症化することで、
感覚障害や筋力低下が発現し、日常生活を行うた
めの身体機能などが顕著に障害される。特に、歩
行において、歩幅の減少 3）や股関節伸展可動域の

減少 4）、歩行速度の低下 3,4）、不安定性の増大 3）が
生じることが報告されている。これらに対して、
日本理学療法士協会のガイドライン第 2版で
は 5）、18歳以上の糖尿病神経障害を有する患者に
対して（運動療法、物理療法）の推奨度は条件付き
の推奨とされており、歩行練習介入のエビデンス
は「非常に弱い」であるが、推奨されている。
一方、抗力を具備した継手付き体幹装具 Trunk 

Solution Core（以下、TSC）（トランクソリュー
ション株式会社製）は、高齢者や足関節果部骨折術

◎症例報告

糖尿病性神経障害症例への効力を具備した
継手付き体幹装具が歩行能力に及ぼす効果

─シングルケースデザインによる検討─
Effects of spinal orthosis with joints providing resistive force on walking ability 

in patients with diabetic neuropathy - a single case design

栗田慎也

要 旨
目的：糖尿病性神経障害（以下、DN）患者を対象に運動療法と抗力を具備した継手付き体幹
装具 Trunk Solution Core（以下、TSC）の併用効果を検証した。
方法：対象は血液透析療法を行う40代男性のDN患者1名とした。研究はAB型シングルケー
スデザインを用いた。A期は歩行練習を行う従来練習期とし、B期は歩行練習に TSCを使用
した介入期とした。介入期間は両期とも 2週間とし、非透析日の週 3回を頻度で合計 4週間
とした。評価は快適歩行速度と介入前後の修正 Borg Scaleの差とした。効果判定は標準偏差
帯法を用い視覚的に分析した。
結果：各期【A期 /B期】の平均値は歩行速度（m/s）が【0.7± 0.1/1.0± 0.1】、修正 Borg 

scaleの差が【3.5± 0.8/2.3± 0.8】と介入期に改善を認めた。
結論：血液透析療法を伴う DN患者に TSCの使用は疲労感少なく、歩行能力改善が得られた。

【キーワード】糖尿病性神経障害、体幹装具、歩行能力、ABデザイン

東京都立病院機構 東京都立大久保病院 リハビリテーション科
投稿日：2022年 11月 16日　　採択決定日：2023年 5月 9日　　公開日：2023年 9月 25日
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後患者への使用が即時的に歩行速度や歩幅などの
歩行能力への影響が報告 6─9）されている。すなわ
ち、TSCはこれらの報告から、DNの歩幅減少 3）

や股関節伸展可動域減少 4）などから生じる歩行速

度低下 3─4）に対しても有効な可能性が考えられる
が、DN患者への TSCを使用した報告はない。そ
のため、今回、歩行障害を呈した DN患者に対し
て、TSCを使用することで歩行能力の改善が得ら
れるのかシングルケースデザイン研究にて検証を
行った。

2.　対象および方法
2─1　症例紹介
対象は 40歳代男性で身長 165 cm、仕事は建設

業。30年前に 2型糖尿病を発症し、糖尿病性腎症
（CKDstage5）のため、20年前から血液透析療法
（以下、透析）を週に 3回行っていた。今回、両下
肢の筋力低下が出現し、自宅で立ち上がりが困難
となり他院に入院した。下肢筋力低下、両側内果
の振動覚低下、深部感覚低下・消失に加え、血液
検査所見で他疾患が除外され、末梢神経伝導速度
検査にて運動・感覚神経ともに著明な伝導速度低
下と軽度の振幅低下により、DNの診断を受けた。
復職目的に 11日後に当院に転院し、リハビリ
テーションを開始した。当院入院時の生化学検査
は eGFR 5.5 ml/min/1.73 m2、 ヘ モ グ ロ ビ ン
11.7 g/dL、血清アルブミン 3.5 g/dL、血清クレア
チニン 9.37 mg/dL、血清尿素窒素 61.9 mg/dLで
あった。介入開始時の基本動作は自立、歩行は杖
歩行見守りであった。歩容は歩行周期を通して、
膝関節屈曲位で立脚後期に股関節伸展を認めな
かった（図 1─1）。歩行速度は 0.53 m/secであっ
た。下肢の包括的機能検査である Short Physical 

Performance Battery（以下、SPPB） は 6点（表 1）
Barthel Indexは 80点（減点項目：歩行・階段）
であった。なお、階段昇降は両手すりを使用して
も膝折れが生じてしまい昇降が行えなかった。

IC LR Mst

図 1　症例の歩行（矢状面上）
1．A期介入前、2．A期介入後、3．B期介入後

表 1　SPPBの経過
A期介入前 A期終了時 B期終了時

時間（秒） 点数 時間（秒） 点数 時間（秒） 点数
バランステスト 不可能 2 0.12 2 3.43 3

歩行テスト 7.52 2 5.01 3 3.38 4

椅子立ち上がりテスト 16.17 2 13.64 3 11.76 3

合計点数 6 8 10

※バランステストの時間はタンデム立位保持時間を表記
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2─2　研究デザイン
研究は AB型シングルケースデザインを用い

た。各期ともに透析後の疲労感を考慮した介入内
容とした。A期の透析日（週 2日）は、関節可動域
練習と低負荷な筋力強化練習と短距離の歩行練習
とし、非透析日（週 3日）は筋力強化運動、自転車
エルゴメーターなどの運動療法と通常歩行練習
（10分間）を行う従来練習期とした。B期は透析日
と非透析日の練習内容や時間は A期と同様とし、
非透析日の歩行練習時に TSCを使用した練習期
とした。A期と B期の間にウォッシュアウト期間
は設けなかった。なお、両期ともに介入時間は
40分間、介入頻度は非透析日の週 3回とし、各期
2週間の計 4週間とした。
症例の TSCの選定は、トランクソリューショ

ン株式会社の推奨 10）に準じて、本症例の身長にM

サイズ（153～180 cm）を使用した（図 2）。TSCの
抗力も上記 10）に準じて患者が胸パットで圧を感

じる程度とした。
本研究は当院の倫理審査委員会の承認を得て実
施した（承認番号：2022─09）。また、症例に対し
て、本研究の目的と内容を十分に説明し、書面に
よる同意を得た。さらに、本研究プロトコールに
ついては国立大学付属病院長会議臨床試験登録シ
ステム（UMIN000049213）に登録を実施した。

2─3　評価方法
A期介入前と A期終了時、B期終了時にそれぞ
れ SPPBを測定した。
各期の評価は快適歩行速度での 4 m歩行試験
と Timed Up and Go Test（以下、TUGT）は、各
介入期間の練習後に 2回ずつ測定した。指標には
歩行時間が短い値を採用値とした。また、B期の
評価は先行研究 7,9）に基づき、TSC を外して 5 分
間の安静座位後に測定した。4 m歩行試験は先行
研究 11）に準じて行った。試験を実施するにあた

抗力を具備した継手

胸パッド 腰パッド

図 2　抗力を具備した継手付き体幹装具
Trunk Solution Core（トランクソリューション株式会社製）

抗力を具備した継手付き体幹訓練機器であり、主に体幹支持体、骨盤支持体、抗力を具備した継
手の 3つのパーツで構成される。歩行の推進力の応力が胸パッドに作用することで、抗力として、
腹筋への負荷および骨盤前傾のモーメントが発生する仕組みになっている。
TSCの装着は、TSC胸パッド全面が第 8、9胸椎に位置し、腰パッドの上端が腸骨稜に接する位
置で装着した。また、使用した TSCは症例の身長に合ったMサイズを使用した。
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り、平らで妨げられないコースを設置して、テー
プで 4 mをマークした。歩行は対象が普段歩いて
いる快適な歩行速度で歩くように指示した。ス
トップウォッチで測定するタイミングは、両足の
つま先がスタートラインに接触している位置から
開始して、最初の足が 4 mのラインを完全に横
切ったタイミングで停止した。歩数は開始位置を
超えた時点を 1歩目とし、4 mのラインを踏むか
超えた時点までの歩数 12）を確認した。 また、4 m

歩行試験実施時に、歩行動画を矢状面から撮影し、
画像処理・解析ソフト ImageJ（以下、ImageJ）を
使用して立脚終期の股関節伸展角度を算出した。
その際、立脚相の相分けはランチョ・ロス・ア
ミーゴ方式 13）を採用し、立脚終期の算出を行っ
た。股関節伸展角度は肩峰から床面までの垂直線
と大転子と膝関節の中央を結んだ線が交わってな
される角度とした。その算出方法は、ImageJを
使用し、パソコンにて作成された静止画像から画
面上で被験者の肩峰と大転子、膝関節の中点に
カーソルを合わせ、順次この 3カ所を結び、角度
測定ツールを選択することで自動的に表示された
角度とした。

TUGTは岡持らの報告 14）に従い、椅子から立ち
上がり 3 m先の目標物まで歩行し方向転換後に
元の椅子まで戻り着座するまでの時間とした。測
定は背もたれおよび座面に身体を接地させ体重が
かかった状態から開始した。測定時間は「ハイ」と
言った時点から殿部が椅子に接地するまでの時間
とした。測定にはストップウォッチを使用した。
疲労感の評価は、介入開始前の修正 Borg scale

と 4 m歩行試験前（運動療法終了後）の修正 Borg 

scaleを聴取し、その差を介入による疲労感とし
て用いた。

4 m歩行試験から歩行速度と歩数、立脚後期の
股関節伸展角度、TUGT、修正 Borg scaleの差を
算出し、グラフ化した。効果判定は、標準偏差帯
法を用い視覚的に分析した。A期の平均値と標準
偏差（standard-deviation：以下、SD）を用い、平
均値± 2SDよりも連続 2つ以上のデータポイン
トが大きいあるいは小さい場合は統計的に差があ
るとした 15）。また、比率に基づく効果量（Percent-

age of Nonoverlapping Data：以下、PND）を算

出し、先行研究 16）に基づき、PND＜ 50％を効果
がない、50％≦ PND＜ 70％を効果が疑わしい、
70％以上を効果あり、90％以上を非常に効果あ
りと判定した。

3.　結果
本症例は 1度も脱落せずに実施でき、有害事象

はなかった。各期の SPPBの結果（表 1）は A期介入
前が 6点、A期終了時が 8点、B期終了時が 10点
であった。各評価の結果は図 3に示す。各期【A期
/B期】の平均値は歩行速度（m/s）が【0.7± 0.1/1.0

± 0.1】、歩数（歩）が【10.0± 2.2/8.0± 0.5】、TUGT

（秒）が【18.6± 2.2/12.3± 1.1】、疲労感が【3.5±
0.8/2.3± 0.8】、立脚後期の股関節伸展角度（°） 
【─9.2± 3.1/4.2± 3.7】であった。全ての評価で A

期の平均値± 2SD以上よりも連続 2つ以上の改
善を認めた。PNDは歩行速度と歩数、立脚後期の
股関節伸展角度、TUGTが 100％で、疲労感が
83％であった。歩容は図 1─3のように B期終了
時に立脚相の膝関節屈曲と股関節伸展が改善し
た。なお、B期終了時の Barthel Indexは 100点
であった。階段昇降は杖のみで昇降が可能となっ
た。

4.　考察
糖尿病性腎症は病期分類とそれに応じた運動療
法実施時の注意事項 17）を考慮して運動療法を行
う必要があるが、全ての病期において歩行練習は
可能である。
また、DN患者は歩幅減少 3）や股関節伸展可動
域減少 4）などから生じる歩行速度低下 3─4）が生じ
ると報告されている。入院時にこれらのような歩
行能力低下を、認めた本症例に関して歩行練習時
に TSCを併用することで通常の歩行練習よりも
歩行能力の改善が得られるか検証した。その結果、
TSCを使用した B期に先行研究 7,9）と同様に歩行
速度や歩数に有意な改善が得られた。これは、
TSCを装着することで得られる体幹伸展と骨盤
前傾を促す効果 6─9）により、立脚後期に股関節を
伸展させやすくなったためと考える。足関節果部
骨折患者に関しては TSC装着時に歩行速度の増
加に寄与する腓腹筋の筋活動電位が有意に増加し
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たことが報告 9）されている。さらに、TSCを装着
することで、床反力の左右方向成分と立脚初期の
股関節外転モーメントが増大することが報告 8）さ
れている。すなわち、TSC装着により、足関節底
屈モーメントと立脚初期の股関節外転モーメント
が発揮されて歩行速度の改善が得られた可能性が
考えられる。歩行速度が速くなることで骨盤回旋
角度は増加することが報告 18）されているが、TSC

を装着することで歩行時の骨盤回旋角度は減少す
ることが報告 8）されている。この状況で歩行速度
を改善するには、歩数を増やすか、歩幅を延長す
る必要がある。本症例では B期において歩数の減
少が得られ、股関節伸展角度の拡大が得られた。
すなわち、TSC装着により、歩行時の立位姿勢
（図 1）からも TSCの使用により、TSC使用後でも
骨盤が前傾し、体幹伸展位の姿勢を学習したこと
で、歩行速度（歩幅減少・股関節伸展可動域）の改
善につながった可能性が考えられる。

TUGTの改善に関しては、人工膝関節置換術後
の TSC使用にて変化はなかったと報告されてい
るが、本症例では B期に有意な改善を認めた。高
齢者の報告ではあるが、TUGTに最も影響を与え
る運動機能因子は開眼片足立ち時間 19）であり、前
田らの報告 7）では片足立ち時間は有意に改善を認
めている。DNでは下肢筋力低下に伴う立位バラ
ンス能力低下 20）が生じることが報告されている。
本症例では片足立位時間を測定していないが、
SPPBのバランステストでは、介入時および A期
終了時は 2点であるが、B期終了時はタンデム立
位保持時間が延長し、点数は 3点となった。また、
TUGTの構成要素である立ち上がり動作に関し
ても、各 SPPB実施時期で椅子立ち上がりテスト
の実施時間が改善した。そして、TUGTの結果
（図 3）は、B期の TSC初回使用時から約 2秒程度
の改善が得られ、平均値＋ 2SDの改善が得られ
た。すなわち、本症例への TSC使用が即時的に骨
盤前傾・体幹伸展を促し、歩行速度の改善につな
がったと考える。さらに、その後に複数回 TSCを
使用することで、姿勢アライメントの改善により、
下肢筋力が発揮しやすくなった可能性が考えられ
る。それは、A期終了時までタンデム立位保持が
困難であったことや BIの階段項目では手すりを

使用しても膝折れを生じてしまい階段の昇降動作
が実施できなかったこと。また、椅子立ち上がり
テストの結果などからも下肢筋力低下が予測でき
る。しかし、TSCを使用した B期終了後にはタン
デム立位保持時間の延長と椅子立ち上がりテスト
の時間短縮、BIの階段項目の改善が得られたこと
から、TSCの特徴である抗力が姿勢アライメント
を改善させ、各動作のパフォーマンス改善につな
がったと考える。
介入前後の疲労感（修正 Borg scale）の差が各
期の平均値で約 1.2程度の改善を認め、PNDも効
果的（83％）であった。糖尿病患者は最大酸素摂取
量や嫌気性代謝閾値が減少していると報告されて
いる 21）。一方、TSCは健常成人に対してトレッド
ミル歩行練習において、TSC非装着時と比較し
て、酸素摂取量が有意に増大したと報告してい
る 22）。本症例は TSCを使用した歩行練習を実施
したことで酸素摂取量の改善が得られ、自覚的な
疲労感の軽減が得られた可能性がある。しかし、
本症例では酸素摂取量測定やトレッドミルでの歩
行練習の実施はしていないため、4週間の介入期
間で実施した自転車エルゴメーターなどの有酸素
運動による全身持久力の改善などが疲労感軽減に
つながった可能性も否定できない。
入院加療する透析を行う DN患者は、透析治療
日は透析後の疲労感などで運動療法の時間や負荷
量に制限があるため、非透析日の運動療法の質が
ADL改善には重要であると考える。そのため、
TSCはそのような患者の歩行練習時に使用する
ことで、疲労感を増加させずに歩行能力（立脚終期
の股関節伸展可動域や歩行速度、TUGT）を早期に
改善させる可能性がある。
研究限界として、シングルケースデザインによる

検討のため、複数症例での介入効果が明らかでな
い。また、全ての検査で標準偏差帯法での結果お
よび、PNDで改善効果が認められたが、今回の改
善効果は自然治癒の影響も否定できない。今後は
これらを考慮した更なる研究が必要と考えられる。

5.　結論
透析を行う DNに対する TSCを用いた歩行練

習は、TSCの抗力により骨盤が前傾し、体幹伸展
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が得られた姿勢を促すが、通常の歩行練習実施時
より疲労感を増強させずに歩行練習が実施でき
た。また、DNを呈すると、歩行能力の低下 3─4）が
生じると報告されている。これらと同様の歩行能
力低下を生じていた本症例に TSCを使用するこ
とで歩行速度や立脚後期の股関節伸展角度が改善
し、TUGTの改善も得られた。今後は、複数症例
での介入効果などを行い、さらなる効果の検証を
行っていきたい。
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Abstract : 
Objective : To evaluate the combined effects of exercise therapy and Trunk Solution Core 

（TSC）, a combined with a spinal orthosis with joints providing resistive force, in patients 

with diabetic neuropathy （DN）.
Methods: The subject was a male DN patient in his 40s undergoing hemodialysis 

therapy. The study used an AB-type single-case design: Phase A was the conventional 

practice phase in which the patient practiced walking, and Phase B was the intervention 

phase in which the patient used the TSC for walking practice. The intervention period 

was 2 weeks for both periods, with a total practice frequency of 3 times per week on non-

dialysis days for a total of 4 weeks. An evaluation was based on the difference in 

comfortable walking speed and the modified Borg Scale before and after the intervention. 

Effectiveness was visually analyzed using the standard deviation band method.

Results: The mean values of walking speed （m/s） and the difference of modified Borg 

scale were ［0.7±0.1/1.0±0.1］ and ［3.5±0.8/2.3±0.8］, respectively, in each period ［Period 

A/Period B］.
Conclusion: The use of TSC in patient with DN associated with hemodialysis therapy 

resulted in less fatigue and improved walking ability.

【Key words】diabetic neuropathy, spinal orthosis, gait ability, AB design
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1．はじめに
脳卒中は全世界で有病者数 8000万人となって

おり、片麻痺などの後遺症が残存することが多い
重大疾患である 1）。脳卒中発症により片麻痺者の
4名中 3名は日常生活動作（Activities of Daily 

Living : 以下、ADL）の遂行能力が障害され、特に
歩行は最も重篤な影響を受ける 2）。脳卒中者の歩
行障害に対して脳卒中治療ガイドライン 2021で
は、内反尖足がある片麻痺者に対する短下肢装具
（Ankle-Foot Orthosis：以下、AFO）の使用は、歩
行機能を改善するエビデンスレベルが高く、推奨
度 Bである 3）。AFOの使用は脳卒中者の歩行自
立度 4）、歩行速度や歩行率 4,5）、歩行中の下肢関節

角度やエネルギーコスト 5─7）、荷重分布などのバ
ランス能力 8）を改善させるため有用である。以上
の目的で、片麻痺者の歩行障害に対して急性期病
院または回復期病院で AFOを処方されることが
多いが、退院後に AFOを使用し続けることには
課題もある。退院後の AFO管理状況に関する調
査では、入院中に AFO着脱方法について「指導を
受けていない」または「覚えていない」と回答した
者が 14.2％であり、自宅内で AFOを使用しない
者が 6.6％存在することが報告されている 9）。ま
た、自宅で AFOを使用している脳卒中者の
18.2％は、処方された AFOに対して「装着が手
間」や「履く必要性を感じない」などの意見を挙げ

◎症例報告

脳卒中片麻痺者 2例に対する短下肢装具の装着改善に向けた
工夫と実践

Ingenuity and practice to improve the wearing of ankle-foot orthosis for two hemiparesis stroke individuals

吉川大志，金子里可

要 旨
【目的】脳卒中片麻痺者 2例に対する短下肢装具（ankle-foot orthosis：以下、AFO）装着の
改善を目的とした工夫について報告する。

【方法】症例 1（右片麻痺者）は本人用 AFO作製時にクイックリングを採用し、面ファスナー
シールを足部外側に貼付したことで、リングにベルトを通しやすく、足部の下にベルトが挟
まれないようにした。症例 2（左片麻痺者）は AFOを床に立てて装着する方法で練習を行い、
AFOベルトへの装着番号シールの貼付や手順書を提示し装着手順を視認できるようにした。

【結果】症例 1は本人用 AFO作製後に装着時間が短縮し、AFOの履き易さや愛着が改善した。
症例 2は AFO自己装着動作を含めた短距離歩行が自立した。

【結論】脳卒中片麻痺者に対する AFO装着に対して工夫を行った結果、自己装着の自立度や
装着時間、履き易さが改善された。
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ている 10）。以上の理由などにより、継続的に自宅
で AFOを装着せずに歩行したことによる転倒 11）

や装着が不十分であることによる足関節変形 12）

などの有害事象に繋がる可能性もある。したがっ
て、AFO自己装着について指導し装着動作を獲得
することで、退院後の AFO使用状況の改善に寄
与する可能性がある。

AFO装着に対する工夫は、ベルトを通す必要の
ない簡易装着型 AFOの開発 13,14）や AFO装着補
助具の製作 15）など自己装着を簡便にする取り組
みについて報告されている。今回、AFO装着に時
間を要する症例や、バランス能力低下や高次脳機
能障害により自己装着が困難な症例に対して
AFO装着の工夫を行い、自己装着が改善したため
報告する。
なお、本報告に際し対象となった各症例に対し

本報告の趣旨や内容、個人情報の保護などに関し
て口頭および文書にて説明し、書面にて同意を得
た。また、本報告は、｢人を対象とする医学系研究
に関する倫理指針ガイダンス｣16）に示される症例
報告に該当するため、倫理審査は行っていない。

2．症例 1
2─1　症例紹介と理学療法評価
30歳代男性、身長 170 cm、体重 104.4 kg、Body 

mass index（以下、BMI）36.1 kg/m2。アテローム
血栓性脳梗塞の診断で右片麻痺を有していた。病

前 ADLは自立し、単身独居で会社員をしていた。
既往歴には高血圧、糖尿病、脂質異常症、高ホモ
システイン血症があった。自宅で右上肢に違和感
があり、徐々に右上下肢の脱力感が進行、眩暈が
出現し救急搬送となった。第 1病日の頭部MRI

画像を図 1aに示す。外側線条体領域の Branch 

atheromatous diseaseと診断され、右上下肢の運
動麻痺と感覚障害が予測された。身体機能や ADL

改善を期待され、第 23病日に回復期リハビリ
テーション病棟に入院された。
初期評価は、Brunnstrom recovery stage（以

下、BRS）上肢Ⅱ─手指Ⅰ─下肢Ⅲ、Fugl-meyer 

assessmentの運動項目（以下、FMA motor）は合
計 19点であった。感覚は軽度鈍麻を認めた。体
幹機能である Functional Assessment for Con-

trol of Trunk（以下、FACT）は 6点であった。Mini 

Mental State Examination（以下、MMSE）は 30

点、Frontal Assessment Battery（以下、FAB）は
15点と著明な低下はみられなかった。Functional 

Independence Measure（以下、FIM）は合計 78点
であり、ADL全般に見守りから軽介助を要してい
た（表 1）。
最終評価は、BRS上肢Ⅳ─手指Ⅲ─下肢Ⅳ、FMA 

motorは合計 56点と向上した。著明な感覚障害
は認めず、FACTは 20点に改善した。FIMが合
計 121点と生活全般の ADLは自立した（表 1）。

2─2　AFO自己装着における問題点
第 24病日より施設備品の Gait solution付き

AFOを使用して杖歩行練習を開始し、第 58病日
から AFO自己着脱練習も開始した。第 66病日に
は自身での AFO着脱が可能となったが、2つの問
題点があり自己装着に時間を要した。まず、足部
を装具内に入れる際に足関節と足部ベルトが足部
の下に挟まれることであった（図 2a）。次にベルト
をリングに入れて留める動作に時間を要した。こ
れにより装着には 3分 13秒要し、AFOの履き易
さ は 10.0 cmの Visual Analogue Scale（ 以 下、
VAS）で 2.5 cmと装着し難さを訴えていた。また
AFOに対する愛着も VAS 0.0 cmであった（表
2）。

a b

図 1　各症例の頭部画像
a： 症例 1における第 1病日の頭部MRI画像。左放線冠
に高信号域を認める。

b： 症例 2における第 1病日の頭部 CT画像。右被殻に高
吸収域を認める。
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2─3　介入と結果
第 71病日に医師、理学療法士、義肢装具士に
よる装具検討会を行い、第 85病日に本人用 AFO

が完成した（図 2b）。リングはクイックリングを採
用し、下腿後面に穴を開けて通気性を確保した
（図 2c）。また、面ファスナーシールのメス部分を

表 1　初期評価と最終評価の比較

評価項目
症例 1 症例 2

初期（第 23病日） 最終（第 157病日） 初期（第 21病日） 最終（第 195病日）
BRS 上肢 Ⅱ Ⅳ Ⅱ Ⅱ

手指 Ⅰ Ⅲ Ⅰ Ⅱ
下肢 Ⅲ Ⅳ Ⅱ Ⅲ

FMA 上肢 6 30 7 8

下肢 13 26 4 10

感覚 21 24 2 5

バランス 7 12 2 8

FACT 6 20 1 5

足関節 MAS 1+ 1+ 0 2

MMSE 30 30 23 28

FAB 15 18 8 14

高次脳機能障害 左半側空間無視 左半側空間無視
無し 無し 全般性注意障害 全般性注意障害

遂行機能障害 遂行機能障害
歩行自立度 中等度介助 屋外一部自立 全介助 屋内短距離自立
FIM 運動 43 86 22 60

認知 35 35 22 31

合計 78 121 44 91

BRS：Brunnstrom Recovery Stage、FMA：Fugl ─Meyer assessment、FACT：Functional Assessment for 
Control of Trunk、MAS：modi�ed Ashworth scale、MMSE：Mini─Mental State Examination、FAB：Frontal 
Assessment Battery

a b c

クイック
リング採用

図 2　症例 1の短下肢装具の自己装着に対する工夫
a：施設備品の短下肢装具装着時にベルトが足部の下に挟まれた。
b：本人用短下肢装具の足部外側に面ファスナーシールを貼付した。
c：足関節と足部ベルトを面ファスナーシールに留めてベルトが開くようにした。
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AFO足部外側に貼付することで、足関節と足部ベ
ルトを一時的に留めて開くようにした（図 2c）。こ
れにより、足関節と足部ベルトが足部の下に挟ま
れることが無くなった。またベルトをリングに入
れて留める時間も短縮され、AFO装着時間は 47

秒となり、履き易さは VAS 7.0 cmに改善した。
AFOに対する愛着も VAS 7.0 cmと変化がみら
れた（表 2）。その後、応用歩行練習や屋外歩行練
習を実施し、第 127病日に病院内独歩自立とな
り、第 158病日に AFO装着時間は 33秒と短縮
し、屋外歩行一部自立され自宅退院となった。

2─4　考察
症例 1は本人用 AFO作製後に自己装着時間が

短縮し、AFOの履き易さや愛着が改善した。AFO

装着時間に関する先行研究では、BRS下肢Ⅲの脳
卒中片麻痺者における AFO装着時間が 41.1─
51.0秒、BRS下肢Ⅳでは 27.5─47.8秒と報告さ
れている 17）。自己装着時間は AFO作製後に 47

秒、さらに退院時には 33秒まで短縮し、先行研
究と同様の時間で自己装着が獲得できたと考えら
れる。この自己装着時間の短縮には、AFO作製時
の 2つ工夫が寄与したと示唆される。まず、全て
のリングはクイックリングを採用したこと。次に、
面ファスナーシールを貼付したことである。
まず、クイックリングの採用は特にベルトを留

める動作の短縮に繋がった可能性がある。クイッ
クリングは通常の角環と比較して AFO装着時間
を短縮する 11）。これはベルトの差込みから折り返
しまで持ち返す必要が無くなるためであり、この
効果は特に利き手が障害されている右片麻痺者に

有効であると報告されている 11）。症例 1もベルト
をリングに入れて持ち返す必要が無くなり、特に
ベルトを留める時間の短縮に寄与したと考えられ
る。
次に、面ファスナーシールを AFOに貼付した
ことも自己装着動作の改善に寄与した可能性があ
る。ベルトが AFOの内側に入り装着を困難にし
ている症例には面ファスナーシールを用いること
が推奨されている 12）。そして、面ファスナーシー
ルを貼付する位置にも配慮する必要がある。生活
期補装具使用者を対象とした着心地の調査による
と、AFOに対する不満に｢マジックテープが服を
傷める｣という結果が上位に示されている 18）。症
例 1は若年であり、退院後は社会参加に伴う外出
機会も増えると予測されたため、AFOによる衣服
の損傷はなるべく少なくなるよう配慮した。その
ため、ベルトを留める面ファスナーシールの位置
としても下衣と接触しない靴内に収まるように貼
付した。以上より、面ファスナーシールを用いた
ことで装着時間の短縮に繋がり、衣服の損傷など
AFOに対する不満を最小限にすることにより履
き易さや愛着度も高まったと推察された。

3．症例 2
3─1　症例紹介と理学療法評価
50歳代女性、身長 152 cm、体重 66.3 kg、BMI 

28.7 kg/m2。右被殻出血の診断で左片麻痺を有し
ていた。病前 ADLは自立し、家族と同居し会社
員をしていた。既往歴には高血圧症があった。会
社で倒れているところを発見され、搬送先で緊急
開頭血腫除去術を施行された。第 1病日（術後）の

表 2　短下肢装具装着に関する初期評価と最終評価の比較

評価項目
症例 1 症例 2

初期（第 73病日） 最終（第 85病日） 初期（第 132病日） 最終（第 153病日）
装着自立度 見守り 自立 全介助 自立
自己装着時間 3分 13秒 47秒 困難 2分 52秒
履き易さ（VAS） 2.5 cm 7.0 cm 0.0 cm 4.8 cm

装具への愛着 （VAS） 0.0 cm 7.0 cm 9.0 cm 10.0 cm

VAS：Visual Analogue Scale
履き易さの質問：｢自分が考える一番履き易い状態がここ（VAS 10 cm）として、一番履き難い状態をここ（VAS 0 cm）とすると、今の装
具の履き易さはどのあたりですか。｣
装具への愛着の質問：｢自分が考える一番装具に愛着がある状態がここ（VAS 10 cm）として、一番愛着がない状態をここ（VAS 0 cm）と
すると、今の装具に対する愛着はどのあたりですか。｣
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頭部 CT画像を図 1 bに示す。被殻から放線冠の
広範な血腫を認め、左上下肢の重度運動麻痺や感
覚障害、左半側空間無視の出現が予測された。
ADL向上に伴う生活復帰を目的に第 21病日に
回復期リハビリテーション病棟に入院された。
初期評価は、BRS上肢Ⅱ─手指Ⅰ─下肢Ⅱ、FMA 

motorは合計 11点、感覚は重度鈍麻～脱失で
あった。FACTは 1点と著明な体幹機能の低下を
認めた。MMSEは 23点と比較的保たれていた
が、FABは 8点と前頭葉機能の低下を認めた。ま
た、左半側空間無視や全般性注意障害、遂行機能
障害がみられていた。FIMは合計 44点であり、
ADLは概ね全介助の状態であった（表 1）。
最終評価は、BRS上肢Ⅱ─手指Ⅱ─下肢Ⅲ、FMA 

motorは合計 18点、感覚は重度鈍麻であった。
FACTは 5点と向上を認めたが、体幹機能障害は
残存していた。MMSEは 28点、FABは 14点と
改善したが、高次脳機能障害である左半側空間無
視や全般性注意障害、遂行機能障害は残存してい
た。FIMは合計 91点と向上し屋内短距離歩行が
自立した（表 1）。

3─2　AFO自己装着における問題点
第 27病日に医師、理学療法士、義肢装具士に
よる装具検討会を行い、第 41病日に本人用の長
下 肢 装 具（Knee-ankle-foot orthosis： 以 下、

KAFO）が完成した。膝継手にはリングロック、足
継手にはダブルクレンザックを採用した。また、
足関節内反の筋緊張亢進を認めたため Tスト
ラップを付帯した。第 73病日までは KAFO使用
での立位練習、前型歩行練習を中心に実施し、膝
折れの程度に合わせて徐々に膝継手ロックを外し
た練習の割合を多くした。そして、第 74病日に
KAFOから AFOにカットダウンし、第 86病日よ
り AFO着脱練習を開始した。症例 2は足を組む
姿勢での装着（組型装着）19）では体幹が後方に傾倒
するため難しく、さらに装着手順の理解と再現が
困難であり、第 132病日までは概ね全介助にて装
着していた。

3─3　介入と結果
第 105病日より AFOを床に立てて装着する方

法（立型装着）19）に切り替えた（図 3a）。また、AFO

ベルトに装着番号シールを貼付し（図 3b）、装着手
順書を提示することで装着手順を視認できるよう
にした（図 3c）。これにより、AFO装着時の姿勢
の崩れや装着手順の誤りが改善された。これによ
り、第 134病日には声掛けをして約 5分で AFO

自己装着が可能となった。第 153病日には AFO

自己装着が 2分 52秒で可能となり、履き易さも
VAS 4.8 cmと 改 善 し た。AFOへ の 愛 着 は
VAS 10.0 cmであった（表 2）。その後、第 183病

a b c

①、⑤

④

②

③

図 3　症例 2の短下肢装具の自己装着に対する工夫
a：短下肢装具を床に立てて装着する場面。
b：ベルトに装着番号シールを貼付した。
c：装着手順書を提示した。
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日には AFO装着（2分 4秒）を含めた病室からト
イレまでの短距離歩行が自立し、第 196病日に介
護老人保健施設に入所された。

3─4　考察
症例 2は AFO自己装着動作が自立した。これ

には身体機能に応じた装着動作の選択と、高次脳
機能障害に対する工夫をしたことが寄与したと示
唆される。
まず、症例 2は体幹機能障害やバランス能力低

下という身体的特徴を有し、AFOは金属支柱付き
AFOを使用していた。AFOの立型装着者は組型
装着者に比べて座位バランス能力は有意に低く、
また金属支柱付き AFO使用者の全員が立型装着
であった 19）。これは AFOの側方支柱が非麻痺側
大腿部に接触することでスムーズな装着が妨げら
れるためであると報告されている 19）。以上より、
症例 2が組型装着から立型装着に動作方略を変
更したことは妥当であったと考えられた。
次に、AFO装着動作には半側空間無視や注意障

害も影響していたが、装着手順の理解と再現が困
難といった観察評価から、特に遂行機能障害が自
己装着の習得に影響していた可能性がある。遂行
機能障害ではワーキングメモリにおける行動記憶
保持が困難であるために、行動の構成要素と順序
に関する誤りが生じる。遂行機能障害に対する介
入は複雑な課題を対処しやすい課題に分解し、特
定の場面に適応する課題を教育することであり、
その課題が習得されれば維持することができ
る 20）。症例 2は AFOベルトに装着番号シールを
貼付したこと、および装着手順書を提示したこと
で、AFO装着という複雑な課題を分解し、課題特
異的に装着動作を学習したことで自己装着が自立
したと考えられた。

4．結論
今回、AFO自己装着に時間を要する右片麻痺症
例、ならびにバランス能力低下や高次脳機能障害
により AFO自己装着が困難な左片麻痺症例に対
して、AFOや装着方法に工夫をして装着時間およ
び装着自立度が改善した。2症例は異なる問題に
より AFO自己装着が阻害されていたが、環境設

定や装着動作の工夫により、両症例とも同様に
AFOの自己装着が改善されることが示唆された。
脳卒中片麻痺者における AFOの自己装着を獲
得・改善することは、AFO非装着に伴う転倒や足
関節変形などの有害事象を防止するためにも重要
であると思われる。

5．利益相反
本報告において開示すべき利益相反に該当する
事項はない。
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Abstract : 
Objective: We report on an ingenuity aimed at improving the wearing of an ankle-foot 

orthosis （AFO） in two individuals with hemiparesis following a stroke. 

Methods: Case 1 （right hemiparesis） adopted a quick ring when making an AFO for 

himself, and a hook and loop fastener was affixed to the outside of the foot to make it 

easier to pass the belt through the ring. In addition, the belt was prevented from being 

trapped under the foot. Case 2 （left hemiparesis） practiced wearing the AFO standing up 

on the floor, and the AFO belt was labeled with an installation number sticker and a 

procedure manual was presented to make the wearing procedure visually confirmed. 

Results: Case 1 showed short wearing time and improved ease of wearing and 

attachment to the AFO after the AFO was made for the individuals. Case 2 became 

walking short distances independently, including AFO self-attachment movements. 

Conclusion: We were ingenious a method of wearing AFO for hemiparesis stroke 

individuals. As a result, the independence of self-wearing, wearing time, and ease of 

wearing improved.

【Key words】stroke, hemiparesis, ankle-foot orthosis, orthosis wearing
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（2021年 9月 26日）
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編集後記
今回は学会誌の編集後記（あとがき）の場を借りて、理事の立場から理事会の取り組みを紹介させて頂きます。日本支援
工学理学療法学会は、特定の疾患に限らない疾患横断型の学会で、医療および社会福祉の充実に寄与することを目的に、
支援工学理学療法に関する知識の普及および学術文化の向上に関する事業を行っております。これまでの事業としては学
術大会の開催（年 1回）、学術誌の発行（年 2回）、効果をあげる理学療法技術としての義肢装具療法を考えるフォーラム（年
2回）、先端技術を活かした効果的な理学療法を考えるフォーラム（年 1回）、福祉用具・住宅改修に関するフォーラム（年
1回）をはじめ様々な事業に取組んで参りました。
法人化して 2年が経過したこの節目に、改めて日本支援工学理学療法学会の社会的使命と存在意義を整理し、学会として
今後の展望を示すロードマップを作成することとなりました。次年度以降は現理事会で作成するロードマップに基づいた事
業計画が策定される予定です。日本支援工学理学療法学会がより国民と理学療法に貢献できるよう発展していきたいと考え
ておりますので、会員の皆さまには忌憚のないご意見を頂ければ幸いです。
最後までお読み頂きありがとうございました。
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